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頁 現行（平成 28年 5月修正）   修  正  案 改正理由 

 第１編 総則 第１編 総則  

 第２章 基本理念及び重点を置くべき事項 第２章 基本理念及び重点を置くべき事項  

 第２節 重点を置くべき事項 第２節 重点を置くべき事項  

4 ３ 住民等の円滑かつ安全な避難に関する事項 ３ 住民等の円滑かつ安全な避難に関する事項  

  住民等の円滑かつ安全な避難を確保するため、ハザードマップの作成、

避難勧告等の判断基準等の明確化、緊急時の避難場所の指定及び周知徹

底、立退き指示等に加えての必要に応じた室内での退避等の指示、避難行

動要支援者名簿の作成及び活用を図ること。 

住民等の円滑かつ安全な避難を確保するため、ハザードマップの作成、

避難勧告等の判断基準等の明確化、緊急時の避難場所の指定及び周知徹

底、立退き指示等に加えての必要に応じた「屋内安全確保」の指示、避難

行動要支援者名簿の作成及び活用を図ること。 

表記の整理（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

4 ４ 被災者の避難生活や生活再建に対するきめ細やかな支援に関する事

項 

４ 被災者の避難生活や生活再建に対するきめ細やかな支援に関する事

項 

 

  被災者に対して避難生活から生活再建に至るまで必要な支援を適切に

提供するため、被災者が一定期間滞在する避難所の指定、周知徹底及び生

活環境の確保、被災者に対する円滑な支援に必要な罹災証明書の発行体制

の整備、被災者台帳の作成及び活用を図ること。 

被災者に対して避難生活から生活再建に至るまで必要な支援を適切に

提供するため、被災者が一定期間滞在する避難所の指定、周知徹底及び生

活環境の確保、被災者に対する円滑な支援に必要な罹災証明書の発行体制

の整備、積極的な被災者台帳の作成及び活用を図ること。 

表記の整理（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

    

 第３章 各機関の処理すべき事務又は業務の大綱 第３章 各機関の処理すべき事務又は業務の大綱  

 第２節 処理すべき事務又は業務の大綱 第２節 処理すべき事務又は業務の大綱  

13 ５ 指定公共機関 ５ 指定公共機関  

 機関名 内 容 

日本銀行  災害が発生した場合においては、関係機関と協議の上、

次の措置をとる。  

（1）金融機関の手許現金保有状況の把握に努め、金融機

関の所要現金の確保について必要な援助を行うなど、

通貨の円滑な供給の確保に万全の措置を講じる。 

（2）り災金融機関に早急な営業開始を要請するとともに、

必要に応じ金融機関相互間の申合せ等により営業時間

の延長及び休日臨時営業の措置をとるよう要請する。

（3） 金融機関相互間の申合せにより次の措置を実施する

よう要請する。 

   ア り災者の預貯金について、実情に即する簡易な確

認方法による払戻し及び定期預金等の期限前解約 

イ 手形交換については、交換開始時刻、交換尻決済

機関名 内 容 

日本銀行  災害発生時等においては、関係行政機関と密接な連携を

図りつつ、次の措置を講じる。 

（1）銀行券の発行ならびに通貨および金融の調節 

ア 通貨の円滑な供給の確保 

イ 現金供給のための輸送、通信手段の確保 

ウ 通貨および金融の調節 

（2）資金決済の円滑の確保を通じ信用秩序の維持に資す

るための措置 

ア 決済システムの安定的な運行に係る措置 

イ 資金の貸付け 

（3）金融機関の業務運営の確保に係る措置 

（4）金融機関による金融上の措置の実施に係る要請 

（5）各種措置に関する広報 

日本銀行防災業

務計画との整合

を図るため。 
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頁 現行（平成 28年 5月修正）   修  正  案 改正理由 

時刻、不渡手形返還時刻の変更及び一定日までのり

災関係手形等に対する不渡処分の猶予並びに不可

抗力により支払期日の経過した手形の交換持出の

容認 

ウ 災害関係融資について実情に即した措置 

（4） 損傷銀行券及び貨幣の引換のための必要な措置をと

る。 

（5） 国債を滅紛失した顧客に対し、日本銀行名古屋支店

及び最寄りの日本銀行代理店は相談に応じる。 

（6） 日本銀行代理店及び取引官庁との連絡を密にし、国

庫事務を円滑に運営するための必要な措置をとる。 

（7） 上記措置については、金融機関と協力して速やかに

その周知徹底を図る。 
 

（6）海外中央銀行等との連絡・調整 
 

16 ６ 指定地方公共機関 ６ 指定地方公共機関  

 機関名 内 容 

公益社団法人愛知県看護協会 （略） 

（追加） （追加） 

一般社団法人愛知県 LPガス協会 （略） 
 

機関名 内 容 

公益社団法人愛知県看護協会 （略） 

一般社団法人愛知県病院協会 医療及び助産活動に協力する。 

一般社団法人愛知県 LPガス協会 （略） 

指定地方公共機

関の追加 

    

 第２編 災害予防 第２編 災害予防  

 第１章 防災協働社会の形成推進 第１章 防災協働社会の形成推進  

 第２節 自主防災組織・ボランティアとの連携 第２節 自主防災組織・ボランティアとの連携  

20 １ 県（防災局、関係部局）及び市町村における措置 １ 県（防災局、関係部局）及び市町村における措置  

 （1）自主防災組織の推進 

  イ 自主防災組織等のネットワーク化の推進 

いざという時には、日ごろから地域の防災関係者の連携が重要な

ため、自主防災組織、防災関係団体等のネットワーク化の推進にも

努めるものとする。 

（1）自主防災組織の推進 

イ 自主防災組織等との連携体制の推進 

       いざという時には、日ごろからの地域の防災関係者の連携が重要

である。そのため、県及び市町村は、平時から自主防災組織、防災

に関するＮＰＯ及び防災関係団体等との連携を進めるとともに、災

害時には多様な分野のＮＰＯ等とも協力体制を確保できるよう連携

体制の整備に努めるものとする。 

対策の追加（熊

本地震の課題検

証報告） 

22 ６ ボランティアの受入体制の整備及び協力・連絡体制の推進 ６ ボランティアの受入体制の整備及び協力・連絡体制の推進  

 （4）防災ボランティア活動の普及・啓発 （4）防災ボランティア活動の普及・啓発 対策の追加（熊
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頁 現行（平成 28年 5月修正）   修  正  案 改正理由 

県及び市町村は、ボランティア活動に対する意識を高めるとともに、

災害時にボランティア活動を行いやすい環境づくりを進めるために、

普及・啓発活動を行う。特に、「防災とボランティアの日」及び「防災

とボランティア週間」においては、防災ボランティアフェアの開催な

どの広報・啓発活動を行うように努めるものとする。 

県及び市町村は、ボランティア活動に対する意識を高めるとともに、

災害時にボランティア活動を行いやすい環境づくりを進めるために、

普及・啓発活動を行う。特に、「防災とボランティアの日」及び「防災

とボランティア週間」においては、防災ボランティアフェアの開催な

どの広報・啓発活動を行うように努めるものとする。また、若年層の

活動がとりわけ期待されていることから、教育委員会や学校等と連携

し、学生等が日常生活で災害について学ぶ機会を充実させるものとす

る。 

本地震の課題検

証報告） 

    

 第２章 水害予防対策 第２章 水害予防対策  

25 ■基本方針 ■基本方針  

 ○ 水災による被害の軽減を図るため、浸水想定区域の指定等、水防法等

に基づく減災対策を推進する。 

（追加） 

 

（略） 

○ 水災による被害の軽減を図るため、浸水想定区域の指定等、水防法等

に基づく減災対策を推進する。 

○ 住民が自らの地域の水害リスクに向き合い、被害を軽減する取組を行

う契機となるよう、分かりやすい水害リスクの提供に努める 

（略） 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H28.5）） 

25 ■主な機関の措置 ■主な機関の措置  

 区 分 機関名 主な措置 

第４節 

浸水想定区域

における対策 

（略） （略） 

県 1(1) （略） 

1(2) （略） 

2(1) （略） 

2(2) （略） 

3(1) （略） 

3(2) （略） 

（追加） 

市町村 2(1) （略） 

4(1) （略） 

4(2) （略） 

（追加） 

地下街等、要配慮者利

用施設又は大規模工

5,6,7(1) 計画の策定 

5,6,7(2) 訓練の実施 

区 分 機関名 主な措置 

第４節 

浸水想定区域

における対策 

（略） （略） 

県 1(1) （略） 

1(2) （略） 

2(1) （略） 

2(2) （略） 

3(1) （略） 

3(2) （略） 

6(2) 実施状況の確認等 

市町村 2(1) （略） 

4(1) （略） 

4(2) （略） 

6(2) 実施状況の確認等 

地下街等の所有者又

は管理者 

5(1) 計画の策定 

5(2) 訓練の実施 

表記の整理 
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頁 現行（平成 28年 5月修正）   修  正  案 改正理由 

場等の所有者又は管

理者 

5,6,7(3) 自衛水防組織の 

設置 

（追加） （追加） 

 

（追加） （追加） 

 

 
 

5(3) 自衛水防組織の設置 

 

要配慮者利用施設の

所有者又は管理者 

6(1) 計画の策定等 

大規模工場等の所有

者又は管理者 

7(1) 計画の策定 

7(2) 訓練の実施 

7(3) 自衛水防組織 

 第２節 雨水出水対策 第２節 雨水出水対策  

27 １ 市町村における措置 １ 市町村における措置  

 （1）公共下水道事業 

生活環境の改善及び公共用水域の水質保全を図るとともに、市街地

における雨水排除を図るため、ポンプ場、下水管渠の新設又は改修を

行い、予想される被害を未然に防止する。 

（1）公共下水道事業 

生活環境の改善及び公共用水域の水質保全を図るとともに、市街地

における雨水排除を図るため、ポンプ場、下水管渠の新設又は改修を

行い、予想される被害の未然防止に努める。 

表記の整理 

27 ２ 関連調整事項 ２ 関連調整事項  

 （5）排水機場の運転管理者は、排水機に運転及び停止に関し、河川水位

を基準として操作規則を定める。 

（5）排水機場の運転管理者は、排水機の運転及び停止に関し、河川水位

を基準として操作規則を定める。 

表記の整理 

 第４節 浸水想定区域における対策 第４節 浸水想定区域における対策  

29 ４ 浸水想定区域のある市町村における措置 ４ 浸水想定区域のある市町村における措置  

 （2）ハザードマップ（防災マップ）の配布 

浸水想定区域をその区域に含む市町村の長は、市町村地域防災計画

において定められた洪水予報等の伝達方法、避難場所その他洪水時、

雨水出水時又は高潮時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため必要な

事項、並びに浸水想定区域内の地下街等、要配慮者利用施設、大規模

工場等の名称及び所在地について住民、滞在者その他の者に周知させ

るため、これらの事項を記載した印刷物（ハザードマップ（防災マッ

プ））の配布その他の必要な措置を講じるものとする。 

（2）ハザードマップ（防災マップ）の配布 

浸水想定区域をその区域に含む市町村の長は、市町村地域防災計画

において定められた洪水予報等の伝達方法、避難場所その他洪水時、

雨水出水時又は高潮時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため必要な

事項、並びに浸水想定区域内の地下街等、要配慮者利用施設、大規模

工場等の名称及び所在地について住民、滞在者その他の者に周知させ

るため、これらの事項を記載した印刷物（ハザードマップ（防災マッ

プ））の配布その他の必要な措置を講じるものとする。その際、河川近

傍や浸水深の大きい区域については「早期の立退き避難が必要な区域」

として明示することに努めるものとする。 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H28.5）） 

30 ６ 要配慮者利用施設の所有者又は管理者における措置 ６ 要配慮者利用施設の所有者又は管理者における措置  

  市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた要配慮者利用

施設の所有者又は管理者は、次の措置をとるよう努めなければならない。

 

（1）計画の策定等 

市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた要配慮者利

用施設の所有者又は管理者は、次の措置をとるよう努めなければなら

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 
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頁 現行（平成 28年 5月修正）   修  正  案 改正理由 

 

（1）計画の策定 

要配慮者利用施設の利用者の洪水時、雨水出水時又は高潮時の円滑

かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する

計画の作成 

（2）（略） 

（3）（略） 

（追加） 

ない。 

ア 計画の策定 

要配慮者利用施設の利用者の洪水時、雨水出水時又は高潮時の円

滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関

する具体的計画の作成 

イ（略） 

ウ（略） 

（2）実施状況の確認等 

県及び市町村は、要配慮者利用施設の避難確保に関する計画や避難

訓練の実施状況等について、定期的に確認するよう努めるものとする。

 

 

 

 

 

 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

    

 第３章 土砂災害等予防対策 第３章 土砂災害等予防対策  

33 ■主な機関の措置 ■主な機関の措置  

 区 分 機関名 主な措置 

第３節 

砂防対策 

中部地方整備局、県、

市町村 

（略） 

 

区 分 機関名 主な措置 

第３節 

砂防対策 

中部地方整備局、県 （略） 

表記の整理 

 第２節 土砂災害の防止 第２節 土砂災害の防止  

34 １ 県（建設部、農林水産部）における措置 １ 県（建設部、農林水産部）における措置  

 （3）土砂災害警戒区域等に関する情報の提供 

イ 土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩壊危険区

域、地すべり等防止区域を指定するときは、公示するとともに、当

該区域に関する資料を関係市町村へ提供する。 

（3）土砂災害警戒区域等に関する情報の提供 

イ 土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩壊危険区

域、地すべり防止区域を指定するときは、公示するとともに、当該区

域に関する資料を関係市町村へ提供する。 

表記の整理 

 第３節 砂防対策 第３節 砂防対策  

36 １ 中部地方整備局、県（建設部）及び市町村における措置 １ 中部地方整備局及び県（建設部）における措置 主体の修正 

 （略） （略）  

    

 第４章 事故・火災等予防対策 第４章 事故・火災等予防対策  

39 ■主な機関の措置 ■主な機関の措置  

41 区 分 機関名 主な措置 

第７節  

火薬類保安対策 

中部近畿産業保安監

督部、県 

（略） 

市町村 （略） 

区 分 機関名 主な措置 

第７節  

火薬類保安対策 

中部近畿産業保安監

督部、県、名古屋市

（略） 

市町村（名古屋市を （略） 

表記の整理 
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（略） （略） 

（略） （略） 

第９節 

地下街等の保安

対策 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

県警察 4(1) （略） 

4(2) （略） 

4(3) 救急救助資機材の

整備 

（略） （略） 
 

除く） 

（略） （略） 

（略） （略） 

第９節 

地下街等の保安

対策 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

県警察 4(1) （略） 

4(2) （略） 

4(3) 救急救助用資機材

の整備 

（略） （略） 

 第７節 火薬類保安対策 第７節 火薬類保安対策  

48 １ 中部近畿産業保安監督部及び県（防災局）における措置 １ 中部近畿産業保安監督部、県（防災局）及び名古屋市における措置  

 中部近畿産業保安監督部及び県は、火薬類による災害の発生及び拡大を

防止するために、次の対策を推進する。 

中部近畿産業保安監督部、県及び名古屋市は、火薬類による災害の発生

及び拡大を防止するために、次の対策を推進する。 

火薬類取締法の

一部改正 

48 ２ 市町村における措置 ２ 市町村（名古屋市を除く）における措置  

 市町村は、事業者との間で災害防止協定を締結し、立入調査や勧告など

の必要な措置を行い、事故防止に努める。 

市町村（名古屋市を除く）は、事業者との間で災害防止協定を締結し、

立入調査や勧告などの必要な措置を行い、事故防止に努める。 

火薬類取締法の

一部改正 

 第９節 地下街等の保安対策 第９節 地下街等の保安対策  

51 ４ 県警察における措置 ４ 県警察における措置  

 （3）救急救助資機材の整備 

大規模地下街災害に対処できるように救急救助資機材の整備に努め

る。 

（3）救急救助用資機材の整備 

大規模地下街災害に対処できるように救急救助用資機材の整備に努

める。 

表記の整理（防

災基本計画との

整合） 

    

 第６章 都市の防災性の向上 第６章 都市の防災性の向上  

59 ■主な機関の措置 ■主な機関の措置  

 区 分 機関名 主な措置 

第１節 

マスタープラ

ン等の策定 

 

（略） （略） 

 

区 分 機関名 主な措置 

第１節 

都市計画のマ

スタープラン

等の策定 

（略） （略） 

表記の整理 

59 第１節 マスタープラン等の策定 第１節 都市計画のマスタープラン等の策定 表記の整理 
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 （略） （略）  

    

 第８章 応急対策活動等のための施設、資機材、体制等の整備 第８章 応急対策活動等のための施設、資機材、体制等の整備  

64 ■主な機関の措置 ■主な機関の措置  

 区 分 機関名 主な措置 

防災施設・設

備、災害用資機

材及び体制の

整備 

（略）  

県 2(1) 

（追加） 

 

2(2)～2(8) （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 
 

区 分 機関名 主な措置 

防災施設・設

備、災害用資機

材及び体制の

整備 

（略）  

県 2(1) 

2(2) 市町村業務継続計画等

の策定促進 

2(3)～2(9) （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

表記の整理 

 防災施設・設備、災害用資機材及び体制の整備 防災施設・設備、災害用資機材及び体制の整備  

64 １ 県（防災局、建設部、関係部局）、市町村及び防災関係機関における

措置 

１ 県（防災局、建設部、関係部局）、市町村及び防災関係機関における

措置 

 

65 （5）人材の育成等 

県及び市町村は、防災に携わる者に高度な知識・技能を修得させ、

応急対策全般への対応力を高めるため、研修制度の充実を図るととも

に、大学の防災に関する講座等との連携等により、人材の育成を図る。

（5）人材の育成等 

県及び市町村は、防災に携わる者に高度な知識・技能を修得させ、

応急対策全般への対応力を高めるため、研修制度・内容の充実を図る

とともに、大学の防災に関する講座等との連携等により、人材の育成

を図る。 

表記の整理（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

 （6）防災中枢機能の充実 

保有する施設、設備について、代替エネルギーシステムの活用を含

め自家発電設備等の整備を図り、十分な期間の発電が可能となるよう

な燃料の備蓄等に努めるものとする。その際、物資の供給が相当困難

な場合を想定した食料、飲料水、燃料等の適切な備蓄・調達・輸送体

制の整備、通信途絶時に備えた衛星携帯電話の整備等非常用通信手段

の確保を図るものとする。 

（6）防災中枢機能の充実 

県、市町村及び防災関係機関は、保有する施設、設備について、代

替エネルギーシステムの活用を含め自家発電設備等の整備を図り、十

分な期間の発電が可能となるような燃料の備蓄等に努めるものとす

る。その際、物資の供給が相当困難な場合を想定した食料、飲料水、

燃料等の適切な備蓄・調達・輸送体制の整備、通信途絶時に備えた衛

星携帯電話の整備等非常用通信手段の確保を図るものとする。 

また、県及び市町村は、災害情報を一元的に把握し、共有すること

ができる体制の整備を図り、災害対策本部の機能の充実・強化に努め

るものとする。 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 



風水害等災害対策計画  

8 
 

頁 現行（平成 28年 5月修正）   修  正  案 改正理由 

66 ２ 県（防災局）における措置 ２ 県（防災局）における措置  

 （1） （略） 

（追加） 

 

 

（2）～（8） （略） 

（1） （略） 

（2）市町村業務継続計画等の策定促進 

県は、市町村の業務継続計画や受援計画等の策定・見直しの支援を

行う。  

（3）～（9） （略） 

 

対策の追加 

 

 

表記の整理 

67 ７ 情報の収集・連絡体制の整備 ７ 情報の収集・連絡体制の整備  

 

68 

（2）通信手段・設備等 

エ 防災情報システムの整備 

県、市町村及び防災関係機関とをオンラインでネットワーク化し、

各機関が入手した気象情報、河川水位情報、土砂災害情報、道路情

報、被害情報、応急対策情報などをリアルタイムで共有化し、迅速

的確な応急対策を実施することのできる防災情報システムを整備す

る。 

（2）通信手段・設備等 

エ 防災情報システムの整備 

県、市町村及び防災関係機関とをオンラインでネットワーク化し、

各機関が入手した気象情報、河川水位情報、土砂災害情報、道路情

報、被害情報、応急対策情報などをリアルタイムで共有化し、迅速

的確な応急対策を実施することのできる防災情報システムを整備す

る。 

また、県及び市町村は、被害情報及び関係機関が実施する応急対

策の活動情報等を迅速かつ正確に分析・整理・要約・検索するため、

最新の情報通信関連技術の導入に努めるものとする。 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

68 ９ 道路河川等の復旧等に係る施設・設備等 ９ 道路等の復旧に係る施設・設備等  

 災害のため被災した道路河川等の損壊の復旧等に必要な土木機械等を

整備、改善並びに点検するとともに、道路が冠水して、一般的な車輌では

通行不能な場合に備え、走破性の高い災害対策用の車輌の導入や舟艇を配

備する。 

（略） 

災害のため被災した道路や港湾等の損壊の復旧に必要な土木機械等を

整備、改善並びに点検するとともに、道路が冠水して、一般的な車輌では

通行不能な場合に備え、走破性の高い災害対策用の車輌の導入や舟艇を配

備する。 

（略） 

表記の整理 

68 １０ 物資の備蓄、調達供給体制の確保 １０ 物資の備蓄、調達供給体制の確保  

69 （略） 

◆ 附属資料第 15「災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協

定書（県対県生活協同組合連合会）」 

（追加） 

 

（略） 

◆ 附属資料第15「災害時における仮設トイレ等の賃貸借に関する協定書」

（追加） 

（略） 

◆ 附属資料第 15「災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協

定書（県対県生活協同組合連合会）」 

◆ 附属資料第 15「災害時における燃料及び応急生活物資供給等の協力に

関する協定書（県対ＪＡグループ愛知）」 

（略） 

◆ 附属資料第15「災害時における仮設トイレ等の賃貸借に関する協定書」

◆ 附属資料第 15「災害時における石油類燃料の優先供給等に関する協定

 

 

 

協定の締結 

 

 

 

協定の締結 
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（追加） 

（追加） 

 

書」（県対県石油商業組合） 

◆ 附属資料第 15「災害時の重要施設に係る情報共有に関する覚書」 

◆ 附属資料第 15「災害時給油所石油備蓄事業における備蓄石油類燃料の

供給等に関する協定書」 

 

協定の締結 

協定の締結 

69 １１ 応急仮設住宅の設置に係る事前対策 １１ 応急仮設住宅の設置に係る事前対策  

 （2）応急仮設住宅を迅速に供与するため、各市町村は、あらかじめ住宅

建設に適する建設用地を選定・確保し、応急仮設住宅建設候補地台帳

を作成しておく。 

（2）市町村は、応急仮設住宅を迅速に供与するため、あらかじめ住宅建

設に適する建設用地を選定・確保し、応急仮設住宅建設候補地台帳を

作成しておく。 

表記の整理 

69 １２ 災害廃棄物処理に係る事前対策 １２ 災害廃棄物処理に係る事前対策  

 （2）県災害廃棄物処理計画の策定 

県（環境部）は、災害廃棄物対策指針（平成 26 年 3 月：環境省）

に基づき、県災害廃棄物処理計画を策定し、適正かつ円滑・迅速に災

害廃棄物を処理できるよう、市町村が行う災害廃棄物対策に対する技

術的な援助を行うとともに、災害時の廃棄物の処理体制、民間事業者

等との連携・協力のあり方等について示すものとする。 

（2）県災害廃棄物処理計画の策定 

県（環境部）は、愛知県災害廃棄物処理計画（平成28 年 10 月）に

基づき、適正かつ円滑・迅速に災害廃棄物を処理できるよう、市町村

が行う災害廃棄物対策に対する技術的な援助を行うとともに、市町村

間や民間事業者、他県、国等との連携体制を整備する。また、県及び

市町村、関係団体の職員を対象として、人材育成・訓練を実施する。

愛知県災害廃棄

物処理計画の策

定（H28.10） 

 

 

70 

（3）広域連携、民間連携の促進 

ア （略） 

イ 災害時における廃棄物の処理等に関する協定 

・内容  災害廃棄物等の撤去、収集・運搬、処分 

・相手方  愛知県衛生事業協同組合（平成17 年 4 月 1 日付け） 

一般社団法人愛知県産業廃棄物協（平成 17 年 4 月 1 日付け）

愛知県解体工事業連合会（平成 21 年 3 月 25 日付け） 

        （追加） 

        （追加） 

        （追加） 

ウ 災害時等におけるフロン類の回収に関する協定 

・内容   被災地で廃棄される冷凍空調機器等のフロン類回収 

・相手方 愛知県フロン回収・処理推進協議会（平成 17 年 4 月 1 日付け）

（3）広域連携、民間連携の促進 

ア （略） 

イ 災害時における廃棄物の処理等に関する協定 

・内容  災害廃棄物等の撤去、収集・運搬、処分 

・相手方  愛知県衛生事業協同組合（平成17 年 4 月 1 日付け） 

一般社団法人愛知県産業廃棄物協（平成 17 年 4 月 1 日付け）

一般社団法人愛知県解体工事業連合（平成 21 年 3 月 25 日付け）  

一般社団法人愛知県建設業協会（平成 29年 2月 17日付け） 

一般社団法人愛知県土木研究会（平成 29年 2月 17日付け） 

一般社団法人日本建設業連合会中部支部（平成29年 2月 17 日付け） 

ウ 災害時等におけるフロン類の回収に関する協定 

・内容  被災地で廃棄される冷凍空調機器等のフロン類回収 

・相手方 愛知県フロン類排出抑制推進協議会（平成 17 年 4 月 1 日付け）

協定の締結及び

名称変更 

 （略） 

◆ 附属資料第 15「災害時における廃棄物の処理等に関する協定書（県対

県解体工事業連合会）」 

 

（略） 

◆ 附属資料第 15「災害時における廃棄物の処理等に関する協定書（県対

県衛生事業協同組合、県産業廃棄物協会、県解体工事業連合会、県建

設業協会、県土木研究会、日本建設業連合会中部支部）」 

 

協定の締結 
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◆ 附属資料第 15「災害時におけるフロン類の回収に関する協定書（県対

フロン回収・処理推進協議会）」 

◆ 附属資料第 15「災害時におけるフロン類の回収に関する協定書（県対

フロン類排出抑制推進協議会）」 

名称変更 

70 １３ 罹災証明書の発行体制の整備 １３ 罹災証明書の発行体制の整備  

 （1）市町村は、災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住

家被害の調査の担当者の育成、他の地方公共団体や民間団体との応援

協定の締結等を計画的に進めるなど、罹災証明書の交付に必要な業務

の実施体制の整備に努めるものとする。 

（1）市町村は、災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住

家被害の調査や罹災証明書の交付の担当部局を定め、住家被害の調査

の担当者の育成、他の地方公共団体や民間団体との応援協定の締結、

応援の受入れ体制の構築等を計画的に進めるなど、罹災証明書の交付

に必要な業務の実施体制の整備に努めるものとする。 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

 （追加） （2）市町村は、効率的な罹災証明書の交付のため、当該業務を支援する

システムの活用について検討するものとする。 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

 （2）県は、市町村に対し、住家被害の調査の担当者のための研修機会の

充実等により、災害時の住家被害の調査の迅速化を図るものとする。

（3）県は、市町村に対し、住家被害の調査の担当者のための研修機会の

充実等により、災害時の住家被害の調査の迅速化を図るものとする。

また、育成した調査の担当者の名簿への登録、他の都道府県や民間団

体との応援協定の締結等により、応援体制の強化を図るものとする。

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

    

 第９章 避難行動の促進対策 第９章 避難行動の促進対策  

 ■主な機関の措置 ■主な機関の措置  

71 区 分 機関名 主な措置 

第３節 

避難勧告等の

判断・伝達マ

ニュアルの作

成 

市町村 1(1) マニュアルの作成 

1(2) 判断基準の設定に係る助言 

1(3) 判断のための助言を求める

ための事前準備 

（略） （略） 
 

区 分 機関名 主な措置 

第３節 

避難勧告等の

判断・伝達マ

ニュアルの作

成 

市町村 1(1) マニュアルの作成 

1(2) 判断基準の設定に係る助言 

1(3) 事前準備 

 

（略） （略） 

表記の整理 

 第１節 気象警報や避難勧告等の情報伝達体制の整備 第１節 気象警報や避難勧告等の情報伝達体制の整備  

71 ２ 市町村における措置 ２ 市町村における措置  

 市町村は、さまざまな環境下にある住民等に対して気象警報や避難勧告

等が確実に伝わるよう、関係事業者の協力を得つつ、防災行政無線、コミュ

ニティＦＭ放送、携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）等を用いた伝

達手段の多重化、多様化の確保を図る。 

市町村は、さまざまな環境下にある住民、要配慮者利用施設や地下街等

の施設管理者等に対して気象警報や避難勧告等が確実に伝わるよう、関係

事業者の協力を得つつ、防災行政無線、コミュニティＦＭ放送、携帯電話

（緊急速報メール機能を含む。）等を用いた伝達手段の多重化、多様化の

確保を図る。 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

 第２節 緊急避難場所及び避難路の指定等 第２節 緊急避難場所及び避難路の指定等  
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 市町村における措置 市町村における措置  

72 １ 緊急避難場所の指定 １ 緊急避難場所の指定  

 市町村は、災害の種類に応じてその危険の及ばない場所・施設を指定緊

急避難場所として災害対策基本法施行令に定める基準に従って指定し、災

害の危険が切迫した場合における住民の安全な避難先を確保する。 

なお、指定した緊急避難場所については、災害の危険が切迫した緊急時

において、施設の開放を行う担当者をあらかじめ定める等管理体制を整備

しておく。 

また、必要に応じて指定緊急避難場所の中から広域避難場所や一時避難

場所を選定する。 

市町村は、災害の種類に応じてその危険の及ばない場所・施設を指定緊

急避難場所として災害対策基本法施行令に定める基準に従って指定し、災

害の危険が切迫した場合における住民の安全な避難先を確保する。なお、

災害の想定等により必要に応じて、近隣の市町村の協力を得て、指定緊急

避難場所を近隣市町村に設けるものとする。  

また、指定した緊急避難場所については、災害の危険が切迫した緊急時

において、施設の開放を行う担当者をあらかじめ定める等管理体制を整備

しておくとともに、必要に応じて指定緊急避難場所の中から広域避難場所

や一時避難場所を選定する。 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H28.5）） 

 第３節 避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成 第３節 避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成  

73 １ 市町村における措置 １ 市町村における措置  

 （1）マニュアルの作成 

市町村は、避難指示、避難勧告、避難準備情報等について、次の事

項に留意の上、避難すべき区域や判断基準、伝達方法を明確にしたマ

ニュアルを作成するものとする。 

（1）マニュアルの作成 

市町村は、避難指示（緊急）、避難勧告、避難準備・高齢者等避難開

始等について、次の事項に留意の上、避難すべき区域や判断基準、伝

達方法を明確にしたマニュアルを作成するものとする。 

避難情報の名称

変更 

 ア ～ エ （略） ア ～ エ （略）  

 （追加） オ 情報の提供にあたっては、危険の切迫性に応じて避難勧告等の伝

達文の内容を工夫すること、その対象者を明確にすること、対象者

ごとにとるべき避難行動が分かるように伝達することなど、住民の

積極的な避難行動の喚起に努める 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

 オ 避難時の周囲の状況等により、屋内に留まっていた方が安全な場

合等やむを得ないときは、屋内での待避等の安全確保措置を講ずべ

きことにも留意すること 

カ （略） 

カ 避難時の周囲の状況等により、屋内に留まっていた方が安全な場

合等やむを得ないときは、「屋内安全確保」の安全確保措置を講ずべ

きことにも留意すること 

キ （略） 

表記の整理（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

 （3）判断のための助言を求めるための事前準備 

市町村は、避難勧告又は指示を行う際（土砂災害については、それ

らを解除する際も含む）に、国又は都道府県に必要な助言を求めるこ

とができるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくととも

に、連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備を整えておくもの

とする。 

（3）事前準備 

市町村は、避難勧告等を発令する際（土砂災害については、それら

を解除する際も含む）に、国又は都道府県に必要な助言を求めること

ができるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、

連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備を整えておくものとす

る。 

 

避難情報の名称

変更 
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  また、躊躇なく避難勧告等を発令できるよう、平常時から災害時に

おける優先すべき業務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するため

の役割を分担するなど、全庁をあげた体制の構築に努めるものとする。

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

 第４節 避難誘導等に係る計画の策定 第４節 避難誘導等に係る計画の策定  

74 １ 市町村及び防災上重要な施設の管理者における措置 １ 市町村及び防災上重要な施設の管理者における措置  

 市町村及び防災上重要施設の管理者は、災害時において安全かつ迅速な

避難を行うことができるようあらかじめ避難誘導等に係る計画を作成し

ておくものとする。 

市町村及び防災上重要施設の管理者は、災害時において安全かつ迅速な

避難を行うことができるようあらかじめ避難誘導等に係る計画を作成し

ておくものとする。その際、水害と土砂災害、複数河川の氾濫、台風等に

よる高潮と河川洪水との同時発生等、複合的な災害が発生することを考慮

するよう努める。 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H28.5）） 

74 ２ 浸水想定域及び土砂災害警戒区域のある市町村における措置 ２ 浸水想定域及び土砂災害警戒区域のある市町村における措置  

75 （略） 

 市町村地域防災計画で具体的に定める内容については、第 2章第 4節、

第 7章第 3節に定めるところによる。 

（略） 

 市町村地域防災計画で具体的に定める内容については、第 2章第 4節、

第 3章第 2節に定めるところによる。 

表記の整理 

 第５節 避難に関する意識啓発 第５節 避難に関する意識啓発  

75 市町村及び県（防災局、建設部、関係部局）における措置 市町村及び県（防災局、建設部、関係部局）における措置  

 （2）避難のための知識の普及 

イ 避難時における知識 

 ・（略） 

 ・（略） 

 ・避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所への移動を行う

ことがかえって危険を伴う場合等やむを得ないと住民等自身が判

断する場合は、近隣の緊急的な待避場所への移動又は屋内での待

避等を行うべきこと 

（2）避難のための知識の普及 

イ 避難時における知識 

 ・（略） 

 ・（略） 

・避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所への移動を行う

ことがかえって危険を伴う場合等やむを得ないと住民等自身が判

断する場合は、「近隣の安全な場所」への移動又は「屋内安全確保」

を行うべきこと 

表記の整理（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

 （3）その他 

防災マップの作成にあたっては住民も参加する等の工夫をすること

により、災害からの避難に対する住民等の理解の促進をはかるよう努

める。 

 （追加） 

 

 

（追加） 

（3）その他 

ア 防災マップの作成にあたっては住民も参加する等の工夫をするこ

とにより、災害からの避難に対する住民等の理解の促進をはかるよ

う努める。 

イ 市町村は、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合

は、日本工業規格に基づく災害種別一般図記号を使用して、どの災

害の種別に対応した避難場所であるかを明示するよう努める。  
ウ 市町村及び県は、災害種別一般図記号を使った避難場所標識の見

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H28.5）） 
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方に関する周知に努める。  
    

 第１０章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策 第１０章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策  

 第１節 避難所の指定・整備 第１節 避難所の指定・整備  

77 市町村における措置 市町村における措置  

 （1）避難所等の整備 

市町村は、地域の実情に応じた避難者数を想定し、さらに市町村相

互の応援協力体制のバックアップのもとに避難所等の整備を図る。 

また、避難者が最寄りの避難所等へ避難できるよう、必要に応じて

町丁界や行政界を越えての避難を考慮して整備していくものとする。

（1）避難所等の整備 

市町村は、地域の実情に応じた避難者数を想定し、さらに市町村相

互の応援協力体制のバックアップのもとに避難所等の整備を図る。 

また、避難者が最寄りの避難所等へ避難できるよう、必要に応じて

町丁界や行政界を越えての避難を考慮して整備していくものとする。

なお、都市農地を避難場所等として活用できるよう、都市農業者や

関係団体との協定の締結や当該農地における防災訓練の実施等に努め

るものとする。 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

 （2）指定避難所の指定 

イ （略） 

※ 介護が必要な要配慮者の状況に応じて必要な規模の確保に努

める必要がある。 

（2）指定避難所の指定 

イ （略） 

※ 介護が必要な要配慮者のスペース規模は、収容配置上の工夫を

行う。また、避難者の状況に応じた必要な規模の確保に努める必

要がある。 

 

表記の整理 

 （追加）  

 

ウ ～ エ （略） 

ウ 指定避難所となる施設において、あらかじめ、必要な機能を整理

し、備蓄場所の確保、通信設備の整備等を進めるものとする。 

エ ～ オ （略） 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

 （5）避難所の運営体制の整備 

市町村は、県が作成した「愛知県避難所運営マニュアル」などを参

考に、各地域の実情を踏まえ、避難所ごとに運営体制の整備を図るも

のとする。 

 

（追加） 

 

 

 

なお、避難所の運営にあたっては、現に避難所に滞在する住民だけ

でなく、在宅での避難生活を余儀なくされる住民への支援も念頭に置

（5）避難所の運営体制の整備 

ア 市町村は、県が作成した「愛知県避難所運営マニュアル」や「妊

産婦・乳幼児を守る災害時ガイドライン」などを参考に、各地域の

実情を踏まえ、避難所ごとに運営体制の整備を図るものとする。 

 

イ 市町村は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、避難所の運営管

理のために必要な知識等の普及に努め、住民等が主体的に避難所を

運営できるように配慮する。  
 

ウ 避難所の運営にあたっては、現に避難所に滞在する住民だけでな

く、在宅や車中、テントなどでの避難生活を余儀なくされる住民へ

 

「妊産婦・乳幼児

を守る災害時ｶﾞｲ

ﾄﾞﾗｲﾝ」の策定 

 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H28.5）） 

 

対策の追加（熊

本地震の課題検
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いた運営体制を検討する。 

 

（追加） 

の支援も念頭に置いた運営体制を検討する。 

 

◆ 附属資料第 9「市町村別避難場所・避難所」 

証報告） 

 

附属資料の追加

 第２節 要配慮者支援対策 第２節 要配慮者支援対策  

78 県（健康福祉部、振興部、県民生活部、防災局）、市町村及び社会福祉施

設等管理者における措置 

県（健康福祉部、振興部、県民生活部、防災局）、市町村及び社会福祉施

設等管理者における措置 

 

 （3）避難行動要支援者対策 

イ 避難行動要支援者名簿の整備等 

（ｱ）要配慮者の把握 

市町村は、災害時に要配慮者に対する援護が適切に行われるよ

う、関係部署等が保有している要介護高齢者や障害者等の情報を把

握するものとする。 

（3）避難行動要支援者対策 

イ 避難行動要支援者名簿の整備等 

（ｱ）要配慮者の把握 

市町村は、災害時に要配慮者に対する援護が適切に行われるよ

う、関係部署等が保有している要介護高齢者や障害者、外国人等の

情報を把握するものとする。 

 

 

表記の整理 

79 （ｴ）避難支援等関係者への事前の名簿情報の提供 

        （略） 

        また、市町村は、避難行動要支援者本人への郵送や個別訪問など

の働きかけにより、平常時から、名簿情報を広く避難支援等関係者

に提供することについて説明し、意思確認を行う。 

（ｴ）避難支援等関係者への事前の名簿情報の提供 

        （略） 

        また、市町村は、当該市町村の条例の定めにより、または、避難

行動要支援者本人への郵送や個別訪問などの働きかけによる説明

及び意思確認により、平常時から、名簿情報を広く避難支援等関係

者に提供することについて周知を行う。 

表記の整理（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

 （4）外国人等に対する対策 

県、市町村及び防災関係機関は、言語、生活習慣、防災意識の異な

る外国人県民や旅行者等が、災害発生時に迅速かつ的確な行動がとれ

るよう、次のような防災環境づくりに努めるものとする。 

（4）外国人等に対する対策 

県、市町村及び防災関係機関は、被災地に生活基盤を持ち、避難生

活や生活再建に関する情報を必要とする在日外国人県民と、早期帰国

等に向けた交通情報を必要とする訪日外国人は行動特性や情報ニーズ

が異なることを踏まえ、災害発生時に迅速かつ的確な行動がとれるよ

う、次のような防災環境づくりに努めるものとする。 

表記の整理（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

    

 第１１章 広域応援体制の整備 第１１章 広域応援体制の整備  

81 ■主な機関の措置 ■主な機関の措置  

 区 分 機関名 主な措置 

第３節 

応援部隊に係る

広域応援体制の

整備 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

区 分 機関名 主な措置 

第３節 

応援部隊に係る

広域応援体制の

整備 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

表記の整理 
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（追加） 

 

 

 

（追加） （追加） 

 

第４節 

支援物資の円滑

な受援供給体制

の整備 

県、市町村 1（1）災害時の円滑な受援供給

体制の整備 

1（2）訓練・検証等 

 第２節 広域応援体制の整備 第２節 広域応援体制の整備  

81 １ 県（防災局）及び市町村における措置 １ 県（防災局）及び市町村における措置  

 （2）応援協定の締結等 

イ 民間団体等との協定 

県及び市町村は、災害対策基本法第 49条の 3に基づき、民間団体

等との協力を得るため、応援協定を締結するなど必要な措置を講ず

るよう努めるものとする。 

（2）応援協定の締結等 

イ 民間団体等との協定 

県及び市町村は、災害対策基本法第 49条の 3に基づき、民間団体

等と応援協定を締結するなど必要な措置を講ずることにより、各主

体が災害発生時に迅速かつ効果的な災害応急対策を行えるよう努め

るものとする。民間団体等に委託可能な災害対策に係る業務（被災

情報の整理、支援物資の管理・輸送等）については、あらかじめ、

民間団体等との間で協定を締結しておく、輸送拠点として活用可能

な民間団体等の管理する施設を把握しておくなど協力体制を構築

し、民間団体等のノウハウや能力等を活用するものとする。 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

82 （3）防災活動拠点の確保等及び受援体制の整備 

ア 防災活動拠点の確保等 

県及び市町村は、円滑に国等からの広域的な応援を受けることが

できるよう、自衛隊・警察・消防を始めとする応援部隊等の展開及

び宿営の拠点、資機材・物資の集結・集積に必要となる拠点、緊急

輸送ルート等の確保、整備及びこれらの拠点等に係る関係機関との

情報の共有に努めるものとする。 

3）防災活動拠点の確保等及び受援体制の整備 

ア 防災活動拠点の確保等 

県及び市町村は、円滑に国等からの広域的な応援を受けることが

できるよう、自衛隊・警察・消防を始めとする応援部隊等の展開及

び宿営の拠点、資機材・物資の集結・集積に必要となる拠点、緊急

輸送ルート等の確保、整備及びこれらの拠点等に係る関係機関との

情報の共有に努めるものとする。 

なお、緊急輸送ルート等の確保にあたっては、多重化や代替性・

利便性等を考慮しつつ、災害発生時の緊急輸送活動のために確保す

べき道路、港湾、漁港、飛行場等の輸送施設及びトラックターミナ

ル、卸売市場、展示場、体育館等の輸送拠点について把握・点検す

るものとする。 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

 第３節 応援部隊等に係る広域応援体制の整備 第３節 応援部隊等に係る広域応援体制の整備  

82 １ 県（防災局、健康福祉部）及び市町村における措置 １ 県（防災局、健康福祉部）及び市町村における措置  

 （1）緊急消防援助隊 

県及び市町村は、大規模災害の発生時に人命救助活動等の消防応援

（1）緊急消防援助隊 

県及び市町村は、大規模災害の発生時に人命救助活動等の消防応援

附属資料の整理
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を行う緊急消防援助隊を充実強化するとともに、実践的な訓練等を通

じて消防活動能力の向上及び受援体制の確立に努めるものとする。 

◆ 附属資料第 15「緊急消防援助隊運用要綱」 

◆ 附属資料第 15「愛知県緊急消防援助隊受援計画」 

を行う緊急消防援助隊を充実強化するとともに、実践的な訓練等を通

じて消防活動能力の向上及び受援体制の確立に努めるものとする。 

（削除） 

◆ 附属資料第 15「愛知県緊急消防援助隊受援計画」 

 （追加） 第４節 支援物資の円滑な受援供給体制の整備  

  １ 県（防災局、各部局）及び市町村における措置  

  （1）災害時の円滑な物流に向けた体制の検討 

県及び市町村は、円滑に国等からの支援物資の受入・供給を行うた

め、広域物資輸送拠点や地域内輸送拠点等（以下、「物資拠点」という。）

の見直しを始め、物資拠点における作業体制等について検討を行うと

ともに、関係機関との情報の共有に努めるものとする。 

対策の追加（熊

本地震の課題検

証報告） 

  （2）訓練・検証等 

県及び市町村は、災害時に支援物資を円滑に搬送するため、連携し

て物資拠点等における訓練を行うとともに、訓練検証結果や国、県、

市町村、その他防災関係機関等の体制変更、施設、資機材等の整備の

進捗に応じて、随時、計画等の必要な見直しを行うものとする。 

対策の追加（熊

本地震の課題検

証報告） 

  ◆ 附属資料第15「災害時等における物資等の緊急輸送等に関する協定書」

◆ 附属資料第 15「災害発生時の物資の保管等に関する協定書」 

 

    

 第１２章 防災訓練及び防災意識の向上 第１２章 防災訓練及び防災意識の向上  

84 ■主な機関の措置 ■主な機関の措置  

 区 分 機関名 主な措置 

第１節 

防災訓練の実施 

県、市町村 1(1) 基礎訓練 

1(2) 総合訓練 

（追加） 

1(3) 防災訓練の指導協力 

1(4) 訓練の検証 

1(5) 図上訓練等 

（略） （略） 

（略） （略） 
 

区 分 機関名 主な措置 

第１節 

防災訓練の実施 

県、市町村 1(1) 基礎訓練 

1(2) 総合訓練 

1(3) 広域応援訓練 

1(4) 防災訓練の指導協力 

1(5) 訓練の検証 

1(6) 図上訓練等 

（略） （略） 

（略） （略） 

表記の整理 

 第１節 防災訓練の実施 第１節 防災訓練の実施  

84 １ 県（防災局、各部局）及び市町村等における措置 １ 県（防災局、各部局）及び市町村等における措置  
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（1）～（2） （略） 

（追加） 

 

（1）～（2） （略） 

（3）広域応援訓練 

県及び市町村は、市町村が被災し、十分な災害応急対策の実施が困

難な状況に陥った場合を想定し、県と他の市町村が連携し、広域的な

応援を行う防災訓練を実施する。 

 

対策の追加（熊

本地震の課題検

証報告） 

 

86 （3）防災訓練の指導協力 

県及び市町村は、居住地、職場、学校等において、定期的な防災訓

練を、夜間等様々な条件に配慮し、きめ細かく実施又は行うよう指導

し、住民の災害発生時の避難行動、基本的な防災用資機材の操作方法

等の習熟を図るものとする。 

また、防災関係機関あるいは防災組織が実施する防災訓練について、

計画遂行上の必要な指導助言を行うとともに、積極的に協力する。 

 

 

 

 

（4）～（5） （略） 

（4）防災訓練の指導協力 

県及び市町村は、居住地、職場、学校等において、定期的な防災訓

練を、夜間等様々な条件に配慮し、きめ細かく実施又は行うよう指導

し、住民の災害発生時の避難行動、基本的な防災用資機材の操作方法

等の習熟を図るものとする。 

また、防災関係機関あるいは自主防災組織が実施する防災訓練につ

いて、計画遂行上の必要な指導助言を行うとともに、積極的に協力す

る。 

さらに、企業を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災

訓練等への積極的参加を呼びかけ、防災に関するアドバイスを行うも

のとする。 

（5）～（6） （略） 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

 第２節 防災のための意識啓発・広報 第２節 防災のための意識啓発・広報  

86 県（防災局、農林水産部、建設部等関係部局）、市町村及び県警察におけ

る措置 

県（防災局、農林水産部、建設部等関係部局）、市町村及び県警察におけ

る措置 

 

 （1）防災意識の啓発 

県は、災害発生時等に県民が的確な判断に基づき行動できるよう、

市町村等と協力して、次の事項を中心に地震についての正しい知識、

防災対応等について啓発する。 

（1）防災意識の啓発 

県は、災害発生時等に県民が的確な判断に基づき行動できるよう、

市町村や民間事業者等と協力して、次の事項を中心に地震についての

正しい知識、防災対応等について啓発する。 

対策の追加（熊

本地震の課題検

証報告） 

 

 ア ～ オ （略） 

カ 警報等発表時や避難指示、避難勧告、避難準備情報の発令時にと

るべき行動 

ア ～ オ （略） 

カ 警報等発表時や避難指示（緊急）、避難勧告、避難準備・高齢者等

避難開始の発令時にとるべき行動 

 

避難情報の名称

変更 

87 （3）家庭内備蓄等の推進 

県及び市町村は、災害発生時にはライフラインの途絶等の事態が予

想され、食料その他生活必需品の入手が困難になるおそれがあるため、

飲料水、食料、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレットペーパー等その

他の生活必需品について、可能な限り１週間分程度、最低でも３日分

（3）家庭内備蓄等の推進 

県及び市町村は、災害発生時にはライフラインの途絶等の事態が予

想され、食料その他生活必需品の入手が困難になるおそれがあるため、

飲料水、食料、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレットペーパー等その

他の生活必需品について、可能な限り１週間分程度、最低でも３日分

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 
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の家庭内備蓄を推進する。 の家庭内備蓄を推進する。 

また、保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等について、普

及啓発を図るものとする。 

    

 第３編 災害応急対策 第３編 災害応急対策  

 第１章 活動態勢（組織の動員配備） 第１章 活動態勢（組織の動員配備）  

91 ■主な機関の措置 ■主な機関の措置  

 区 分 機関名 主な措置 

第１節 

災害対策本部の

設置・運営 

県 （略） 

市町村 2(1) （略）  

2(2) （略） 

2(3) 災害救助法が適用された場

合の体制 

防災関係機関 （略） 

第２節 

職員の派遣要請 

県 1(1)～1(3) （略） 

（追加） 

 

市町村 2(1)～2(3) （略） 

（追加） 

 

（追加） （追加） （追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

区 分 機関名 主な措置 

第１節 

災害対策本部の

設置・運営 

県 （略） 

市町村 2(1) （略）  

2(2) （略） 

（削除） 

 

防災関係機関 （略） 

第２節 

職員の派遣要請 

県 1(1)～1(3) （略） 

1(4) 被災市町村への県職員の派

遣 

市町村 2(1)～2(3) （略） 

2(4) 被災市町村への市町村職員

の派遣 

第３節  

災害救助法の適

用 

県 1(1) 災害救助法の適用 

1(2) 救助の実施 

1(3) 市町村への委任 

1(4) 救助の委任の留意点 

1(5) 日本赤十字社愛知県支部へ

の委託 

市町村 2(1) 救助の実施 

2(2) 県が行う救助の補助 

日本赤十字社

愛知県支部 

3 救助の実施 

表記の整理 

 第１節 災害対策本部の設置・運営 第１節 災害対策本部の設置・運営  

94 ２ 市町村における措置 ２ 市町村における措置   
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 （3）災害救助法が適用された場合の体制 

市町村長は、当該市町村に災害救助法が適用された場合は、知事の

委任を受けて、災害救助法に基づく救助事務を執行するものとする。

（削除） 新設する第３節

に移動。 

94 ３ 防災関係機関における措置 ３ 防災関係機関における措置  

 （1）組織及び活動体制 

防災関係機関は、災害発生時においてその所掌する災害応急対策を

速やかに実施するとともに、他の防災関係機関が実施する災害応急対

策が円滑・的確に行われるよう、相互の緊密な協力体制を整えておく

ものとする。 

（1）組織及び活動体制 

防災関係機関は、災害発生時においてその所掌する災害応急対策を

速やかに実施するとともに、他の防災関係機関が実施する災害応急対

策が円滑・的確に行われるよう、お互いに平時から災害時の対応につ

いてコミュニケーションをとっておくこと等により、「顔の見える関

係」を構築し信頼感を醸成するよう努め、相互の緊密な協力体制を整

える。また、訓練・研修等を通じて、構築した関係を持続的なものに

するよう努める。  

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H28.5）） 

 第２節 職員の派遣要請 第２節 職員の派遣要請  

94 １ 県（防災局）における措置 １ 県（防災局）における措置  

 （1）～（3）（略） （1）～（3）（略）  

 （追加） （4）被災市町村への県職員の派遣 

県は、被災市町村に職員を派遣する場合、地域や災害の特性等を考

慮した職員の選定に努めるものとする。 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

95 ２ 市町村における措置 ２ 市町村における措置  

 （1）～（3）（略） 

（追加） 

（1）～（3）（略） 

（4）被災市町村への市町村職員の派遣 

市町村は、被災市町村に職員を派遣する場合、地域や災害の特性等

を考慮した職員の選定に努めるものとする。 

 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

95 （追加） 第３節 災害救助法の適用  

  １ 県（防災局、県民生活部、健康福祉部、建設部、教育委員会）におけ

る措置 

 

  （1）災害救助法の適用 

知事は災害救助法に定める程度の災害が発生した市町村の区域につ

いて、災害救助法を適用する。 

（2）救助の実施 

知事は、災害救助法が適用された市町村において、現に救助を必要

とする者に対して応急的に必要な救助を行う。 

災害救助法に関

する記載の充実
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なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施

行細則による。ただし、この基準により救助を適切に実施することが

困難な場合は、知事は内閣府に協議し、その同意を得て特別基準によ

り実施するものとする。 

（3）市町村への委任 

知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、その権

限に属する救助の実施に関する事務の一部を市町村長に委任する。 

なお、委任は災害救助法が適用された都度、市町村に通知すること

により行うものである。事務委任により想定している各救助事務の実

施者は次表のとおり。 

 

救助の種類 
実施者 

局地災害の場合 広域災害の場合 

避難所の設置 市町村（県が委任） 

応急仮設住宅の設置 県（建設部） 

食品の給与 市町村（県が委任） 

飲料水の給与 市町村（県が委任） 

被服、寝具の給与 市町村（県が委任） 

医療、助産 
市町村（県が委任） 

県（健康福祉部） 
日本赤十字社愛知県支部 

被災者の救出 市町村（県が委任） 

住宅の応急修理 市町村（県が委任） 県（建設部） 

学用品の給与  

市町村立小・中学校

等児童生徒分 
市町村（県が委任） 

 県立高等学校、特別

支援学校等、私立学

校等児童生徒分 

県（県民生活部、教育委員会） 

埋葬 市町村（県が委任） 

死体の捜索及び処理 市町村（県が委任） 
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住居又はその周辺の土

石等の障害物の除去 
市町村（県が委任） 

 
（4）救助の委任の留意点 

市町村へ事務を委任した場合であっても、その救助の実施責任は県

にあるので、県は常にその状況把握に努め、万一、市町村において、

事務の遂行上不測の事態が生じた場合等には、県において委任元とし

ての責任を持って市町村に対する助言を行う等、適切な事務の遂行に

努めることとする。 

（5）日本赤十字社愛知県支部への委託 

知事は、医療及び助産の実施に関して必要な事項を日本赤十字社愛

知県支部に委託する。ただし、必要がある場合は、知事は委任に関わ

らず医療及び助産のために必要な措置を講じる。 

  ２ 市町村における措置（災害救助法第 13条）  

  （1）救助の実施 

市町村長は、当該市町村の区域に災害救助法が適用され、知事の委

任を受けた場合、災害救助法に基づく救助を行う。 

（2）県が行う救助の補助 

市町村長は、知事から委任を受けた救助以外に県が行う救助の補助

を行う。 

災害救助法に関

する記載の充実

  ３ 日本赤十字社愛知県支部における措置（災害救助法第 15、16条）  

  日本赤十字社愛知県支部は、その使命に鑑み、救助に協力するとともに、

知事の委託を受けて、医療及び助産を行う。 

災害救助法に関

する記載の充実

    

 第２章 避難行動 第２章 避難行動  

96 ■基本方針 ■基本方針  

 ○ 避難準備情報の発令により、高齢者や障害者等、避難行動に時間を要

する避難行動要支援者の迅速な避難や、風水害による被害のおそれが高

い区域の居住者等の自主的な避難を促進する。 

○ 避難準備・高齢者等避難開始の発令により、高齢者や障害者等、避難

行動に時間を要する避難行動要支援者の迅速な避難や、風水害による被

害のおそれが高い区域の居住者等の自主的な避難を促進する。 

避難情報の名称

変更 

96 ■主な機関の措置 ■主な機関の措置  

97 区 分 機関名 主な措置 

第２節 市町村 1(1) 避難のための準備情報・勧告・

区 分 機関名 主な措置 

第２節 市町村 1(1) 避難勧告等 

表記の整理 
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頁 現行（平成 28年 5月修正）   修  正  案 改正理由 

避難の勧告・指示 指示 

1(2)～1(4) （略） 
 

避難の勧告・指示等  

1(2)～1(4) （略） 

 第１節 気象警報等の発表、伝達 第１節 気象警報等の発表、伝達  

98 ３ 水位情報の周知（県（建設部）における措置） ３ 洪水に係る水位情報の周知（県（建設部）における措置）  

 県は、八田川、矢田川、香流川、内津川、扇川、山崎川、大山川、五条

川、青木川、領内川、蟹江川、福田川、阿久比川、矢作古川、乙川、広田

川、猿渡川、籠川、逢妻女川、音羽川、柳生川、梅田川、佐奈川について、

当該河川の水位が避難判断水位（洪水特別警戒水位）に達したときは、そ

の旨を関係機関に通知するとともに、県民に周知する。 

県は、八田川、矢田川、香流川、内津川、扇川、山崎川、大山川、五条

川（上流）、五条川（下流）、青木川、領内川、蟹江川、福田川、阿久比川、

矢作古川、乙川、広田川、猿渡川、籠川、逢妻女川、音羽川、柳生川、梅

田川、佐奈川について、当該河川の水位が氾濫危険水位※（洪水特別警戒

水位）に達したときは、その旨を関係機関に通知するとともに、県民に周

知する。（平成29年 6月 1日からの運用について記載） 

※ただし、五条川（下流）においては避難判断水位。 

表記の整理 

99 １２ 気象警報等の伝達系統 １２ 気象警報等の伝達系統  

 次の気象警報等の伝達は、図１～８のとおり行う。  次の気象警報等の伝達は、図１～８のとおり行う。  

100 図１ 気象・水象に関する特別警報・警報等 

放送 

図１ 気象・水象に関する特別警報・警報等 

放送等 

表記の整理 

105 図４ 水位周知河川の水位情報 

■知事が通知する水位周知河川（避難判断水位（特別警戒水位）、はん

濫危険水位、はん濫発生） 

図４ 水位周知河川の水位情報 

■知事が通知する水位周知河川（避難判断水位（特別警戒水位）、氾濫

危険水位、氾濫発生） 

表記の整理 

106 図５ 土砂災害警戒情報 

放送 

図５ 土砂災害警戒情報 

放送等 

表記の整理 

 第２節 避難の勧告・指示 第２節 避難の勧告・指示等 表記の整理 

107 １ 市町村における措置 １ 市町村における措置  

 （1）避難のための準備情報・勧告・指示 

ア 避難勧告・避難指示 

気象警報や土砂災害警戒情報等の発令、河川の水位や雨量等あら

かじめ定めた避難勧告等の発令基準に基づき、速やかに的確な避難

勧告・指示を行うものとする。 

その他、河川管理者や水防団等と連携して警戒活動を行った結果、

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、特にその必要が

あると認められるときは、避難のための立退きを指示又は勧告する。

避難勧告の発令の際には、避難場所を開設していることが望まし

いが、避難のためのリードタイムが少ない局地的かつ短時間の豪雨

（1）避難勧告等 

ア 避難勧告・避難指示（緊急） 

気象警報や土砂災害警戒情報等の発令、河川の水位や雨量等あら

かじめ定めた避難勧告等の発令基準に基づき、速やかに的確な避難

勧告・避難指示（緊急）を発令するものとする。 

その他、河川管理者や水防団等と連携して警戒活動を行った結果、

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、特にその必要が

あると認められるときは、避難のための立退きを勧告又は指示する。

避難勧告の発令の際には、避難場所を開設していることが望まし

いが、避難のためのリードタイムが少ない局地的かつ短時間の豪雨

 

避難情報の名称

変更 
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頁 現行（平成 28年 5月修正）   修  正  案 改正理由 

の場合は、躊躇なく避難勧告を発令するものとする。 

また、勧告・指示等を夜間に発令する可能性がある場合には、避

難行動をとりやすい時間帯における避難準備情報の提供に努める。

の場合は、躊躇なく避難勧告を発令するものとする。 

また、避難勧告及び避難指示（緊急）を夜間に発令する可能性が

ある場合には、避難行動をとりやすい時間帯における避難準備・高

齢者等避難開始の発令に努める。 

 イ 避難準備情報 

一般住民に対して避難準備（家屋被害に対する事前対策や避難場

所で滞在するための衣類や食料品等の準備）を呼びかけるとともに、

避難行動要支援者等に早めの段階で避難行動を開始することを求め

る避難準備（要配慮者避難）情報を伝達する。 

また、必要に応じ、避難準備情報の発令等とあわせて指定緊急避

難所を開設する。 

イ 避難準備・高齢者等避難開始 

一般住民に対して避難準備（家屋被害に対する事前対策や避難場

所で滞在するための衣類や食料品等の準備）を呼びかけるとともに、

避難行動要支援者等に早めの段階で避難行動を開始することを求め

る。 

また、必要に応じ、避難準備・高齢者等避難開始の発令等とあわ

せて指定緊急避難場所を開設する。 

避難情報の名称

変更 

 ウ 屋内退避 

周囲の状況等により、屋内に留まっていた方が安全な場合等やむ

を得ないときは、屋内での待避等の安全確保に関する措置を指示す

ることができる。 

ウ 屋内安全確保 

周囲の状況等により、屋内に留まっていた方が安全な場合等やむ

を得ないときは、「屋内安全確保」の安全確保措置を指示することが

できる。 

表記の整理（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

 

 エ 対象地域の設定 

避難準備情報や避難勧告・指示等を行うにあたっては、対象地域

の適切な設定等に留意する。 

エ 対象地域の設定 

避難勧告等を発令するにあたっては、対象地域の適切な設定等に

留意する。 

避難情報の名称

変更 

 （追加） 

 

オ 避難勧告等の伝達 

    避難勧告等を発令するにあたっては、危険の切迫性に応じて避難

勧告等の伝達文の内容を工夫すること、その対象者を明確にするこ

と、対象者ごとにとるべき避難行動が分かるように伝達することな

どにより、住民の積極的な避難行動の喚起に努めるものとする。 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

 オ 事前の情報提供 

避難勧告や指示等に至る前から、河川管理者及び水防管理者等の

協力を得つつ、洪水、土砂災害等の災害事象の特性、収集できる情

報を踏まえ、それぞれの地域における時間雨量、今後の降雨予測等、

気象状況に関する具体的な情報を提供し、住民への注意を促す。 

 

カ 事前の情報提供 

避難勧告等の発令に至る前から、河川管理者及び水防管理者等の

協力を得つつ、洪水、土砂災害等の災害事象の特性、収集できる情

報を踏まえ、それぞれの地域における時間雨量、今後の降雨予測等、

気象状況に関する具体的な情報を提供し、住民への注意を促す。特

に、台風による大雨発生など事前に予測が可能な場合においては、

大雨発生が予測されてから災害のおそれがなくなるまで、住民に対

して分かりやすく適切に状況を伝達することに努めるものとする。

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H28.5）） 

108 （2）知事等への助言の要求 （2）知事等への助言の要求 表記の整理（防
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市町村長は、避難のための立退きを勧告し、若しくは指示し、又は

屋内での待避等の安全確保措置を指示しようとする場合において必要

があると認めるときは、中部地方整備局、名古屋地方気象台又は知事

に対し助言を求めることができる。 

市町村長は、避難のための立退きを勧告し、若しくは指示し、又は

「屋内安全確保」の安全確保措置を指示しようとする場合において必

要があると認めるときは、中部地方整備局、名古屋地方気象台又は知

事に対し助言を求めることができる。 

災基本計画の修

正（H29.4） 

108 ３ 県（知事又は知事の命を受けた職員）における措置 ３ 県（知事又は知事の命を受けた職員）における措置  

109 (4) 市町村長への助言 

知事は、市町村長から避難指示、避難勧告の対象地域、判断時期等に

ついて助言を求められた場合は、必要な助言を行う。 

(4) 市町村長への助言 

知事は、市町村長から避難指示（緊急）、避難勧告の対象地域、判断

時期等について助言を求められた場合は、必要な助言を行う。 

また、時機を失することなく避難勧告等が発令されるよう、市町村に

積極的に助言するものとする。 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

109 ４ 県警察（警察官）における措置 ４ 県警察（警察官）における措置  

 （2）災害対策基本法第61条による指示 

市町村長による避難のための立退き若しくは屋内での待避等の安全

確保措置を指示することができないと認めるとき、又は市町村長から

要求があったときは、警察官は必要と認める地域の居住者、滞在者そ

の他に対し、避難のための立退き又は屋内での待避等の安全確保措置

を指示する。 

（2）災害対策基本法第61条による指示 

市町村長による避難のための立退き若しくは「屋内安全確保」の安

全確保措置を指示することができないと認めるとき、又は市町村長か

ら要求があったときは、警察官は必要と認める地域の居住者、滞在者

その他に対し、避難のための立退き又は「屋内安全確保」の安全確保

措置を指示する。 

表記の整理（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

110 ６ 名古屋地方気象台及び中部地方整備局における措置 ６ 名古屋地方気象台及び中部地方整備局における措置  

 (1) 市町村長への助言 

名古屋地方気象台及び中部地方整備局は、市町村長から避難指示、避

難勧告の対象地域、判断時期等について助言を求められた場合は、必要

な助言を行う。 

(1) 市町村長への助言 

名古屋地方気象台及び中部地方整備局は、市町村長から避難指示（緊

急）、避難勧告の対象地域、判断時期等について助言を求められた場合

は、必要な助言を行う。 

避難情報の名称

変更 

110 ８ 避難の勧告・指示の内容 ８ 避難の勧告・指示の内容  

 市町村長等避難の勧告・指示をする者は、次の内容を明示して実施する

ものとする。 

（4）避難勧告又は指示の理由 

市町村長等の避難勧告等を発令する者は、次の内容を明示して実施する

ものとする。 

（4）避難勧告又は避難指示（緊急）の理由 

避難情報の名称

変更 

 第３節 住民等の避難誘導 第３節 住民等の避難誘導  

111 １ 住民等の避難誘導 １ 住民等の避難誘導  

 市町村職員、警察官、消防職員その他の避難措置の実施者は、次の事項

に留意し、住民が安全かつ迅速に避難できるよう避難先への誘導に努める

ものとする。 

ア 避難場所や避難路、災害危険箇所等（浸水区域、土砂災害危険箇所等

（1）市町村職員、警察官、消防職員その他の避難措置の実施者は、住民

が安全かつ迅速に避難できるよう避難先への誘導に努めるものとす

る。 

（削除） 

表記の整理 
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の存在等）の所在、災害の概要その他の避難に資する情報の提供に努め

る 

イ できるだけ自主防災組織・自治会・町内会ごとの集団避難を行う。 

ウ 避難行動要支援者の避難を優先して行う。 

エ 避難行動要支援者の避難誘導の実施にあたっては、社会福祉施設を含

め、民生委員や地域住民と連携して行う。 

 

 

（2）誘導に当たっては、できるだけ自主防災組織・自治会・町内会ごと

の集団避難を行うものとし、避難行動要支援者の避難を優先して行う。

（3）避難行動要支援者の安否確認、避難誘導の実施にあたっては、社会

福祉施設を含め、民生委員や地域住民と連携して行うものとする。 

    

 第３章 災害情報の収集・伝達・広報 第３章 災害情報の収集・伝達・広報  

 ■基本方針 ■基本方針  

112 ○ 県、市町村及び関係機関は、相互に連携して災害応急対策が実施でき

るよう、災害に関する情報の共有に努める。 

○ 県及び市町村は、災害情報を一元的に把握するとともに、関係機関を

含めて災害に関する情報を共有することができる体制のもと、相互に連

携して適切な災害応急対策が実施できるよう努める。 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

 第１節 被害状況等の収集・伝達 第１節 被害状況等の収集・伝達  

113 １ 市町村の措置 １ 市町村の措置  

 （2）災害の状況及び応急対策活動情報の県への報告 

（略） 

この場合において、市町村長は、被害の発生地域、避難指示等の措

置を講じた地域等を地図上に表示することができる県防災情報システ

ムの防災地理情報システムを有効に活用するものとする。 

（2）災害の状況及び応急対策活動情報の県への報告 

（略） 

この場合において、市町村長は、被害の発生地域、避難指示（緊急）

等の措置を講じた地域等を地図上に表示することができる県防災情報

システムの防災地理情報システムを有効に活用するものとする。 

避難情報の名称

変更 

 （3）行方不明者の情報収集 

捜索・救助体制の検討等に活用するため、市町村は、住民登録の有

無にかかわらず、当該市町村の区域（海上を含む。）内で行方不明となっ

た者について、県警察等関係機関の協力に基づき正確な情報の収集に

努めるものとする。また、行方不明者として把握した者が、他の市町

村に住民登録を行っていることが判明した場合には、当該登録地の市

町村又は都道府県に連絡するものとする。 

（3）行方不明者の情報収集 

捜索・救助体制の検討等に活用するため、市町村は、住民登録の有

無にかかわらず、当該市町村の区域（海上を含む。）内で行方不明となっ

た者について、県警察等関係機関の協力に基づき正確な情報の収集に

努めるものとする。また、行方不明者として把握した者が、他の市町

村に住民登録を行っていることが判明した場合には、当該登録地の市

町村又は都道府県（外国人のうち、旅行者など住民登録の対象外の者

は直接又は必要に応じ国を通じて大使館等）に連絡するものとする。

表記の整理（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

114 ２ 県（防災局、関係部局）の措置 ２ 県（防災局、関係部局）の措置  

 （7）人的被害の数の一元的な集約・整理 

県は、人的被害の数（死者・行方不明者の数）について、一元的な

集約・調整を行う。その際県は、市町村、県警察、自衛隊、第四管区

海上保安本部を始めとする防災関係機関が把握している人的被害の数

（7）人的被害の数の一元的な集約・整理 

県は、人的被害の数（死者・行方不明者の数）について、一元的な

集約・調整を行う。その際県は、市町村、県警察、自衛隊、第四管区

海上保安本部を始めとする防災関係機関が把握している人的被害の数

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 
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について収集し、整理・突合・精査を行う。 について収集し、整理・突合・精査を行う。 

また、県は、人的被害の数について広報を行う際には、市町村等と

密接に連携しながら適切に行うものとする。 

115 ３ 被害状況等の一般的収集、伝達系統 ３ 被害状況等の一般的収集、伝達系統  

 （2）各機関は、自己の所掌する事務又は業務に関して、積極的に自らの

職員を動員し、又は関係機関の協力を得て、災害応急対策活動を実施

するのに必要な情報及び被害状況を収集するとともに、速やかに関係

機関に伝達を行う。 

（2）各機関は、自己の所掌する事務又は業務に関して、積極的に自らの

職員を動員し、又は関係機関の協力を得て、災害応急対策活動を実施

するのに必要な情報（画像情報を含む）及び被害状況を収集するとと

もに、速やかに関係機関に伝達を行う。 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

 第２節 通信手段の確保 第２節 通信手段の確保  

118 １ 県（防災局、関係部局）、市町村及び防災関係機関における措置 １ 県（防災局、関係部局）、市町村及び防災関係機関における措置  

119 （7）電話･電報施設の優先利用 

ア 一般電話及び電報 

（ｲ）非常扱いの電報 

天災事変その他非常事態が発生し、又は発生するおそれがあると

認められる場合、非常扱いの通話に準ずる事項を内容とする電報に

ついては、非常扱いの電報として、すべての電報に優先して取り扱

われる。 

（7）電話･電報施設の優先利用 

ア 一般電話及び電報 

（ｲ）非常扱いの電報 

天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがあ

る場合の災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力の供給

の確保又は秩序の維持のために必要な事項を内容とする電報につ

いては、非常扱いの電報として、すべての電報に優先して取り扱わ

れる。 

サービス提供の

終了 

 第３節 広報 第３節 広報  

120 ３ 各機関の措置 ３ 各機関の措置  

 （2）各機関は、次の広報手段を有効に組み合わせて、住民への災害広報

を実施する。 

イ 防災行政無線、オフトーク通信の放送 

（2）各機関は、次の広報手段を有効に組み合わせて、住民への災害広報

を実施する。 

イ 防災行政無線 

サービス提供の

終了 

120 ４ 広報内容 ４ 広報内容  

 （2）災害発生直後の広報 

ウ 避難に関する情報（避難場所、避難勧告、指示等） 

（2）災害発生直後の広報 

ウ 避難に関する情報（避難場所、避難勧告、避難指示（緊急）等）

避難情報の名称

変更 

    

 第４章 応援協力・派遣要請 第４章 応援協力・派遣要請  

 第１節 応援協力 第１節 応援協力  

123 １ 県（防災局）における措置 １ 県（防災局）における措置  

124 （5）市町村に対する応援 

イ 知事は、市町村の行う災害応急対策の的確かつ円滑な実施を確保

（5）市町村に対する応援 

イ 知事は、市町村の行う災害応急対策の的確かつ円滑な実施を確保

対策の追加（熊

本地震の課題検
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するため、特に必要があると認めるときは、市町村長に対し、災害

応急対策の実施を求め、又は他の市町村長に対して、当該市町村の

災害応急対策の実施状況を勘案しながら、市町村相互間の応援につ

いて必要な指示又は調整を行う。 

するため、特に必要があると認めるときは、市町村長に対し、災害

応急対策の実施を求め、又は他の市町村長に対して、当該市町村の

災害応急対策の実施状況を勘案しながら、市町村相互間の応援につ

いて必要な指示又は調整を行う。さらに、県と一体となった応援が

効果的であると認められるときは、県市長会及び県町村会の協力を

得て、県及び他の市町村が連携した応援の実施について調整を行う。

証報告） 

 （追加） ◆ 附属資料第 15「被災市町村広域応援の実施に関する協定書」  

    

 第５章 救出・救助対策 第５章 救出・救助対策  

 第１節 救出・救助活動 第１節 救出・救助活動  

135 ９ 災害救助法の適用 ９ 災害救助法の適用  

 災害救助法が適用された場合、「１市町村における措置」は県が実施機

関となるが、当該事務は市町村長への委任を想定しているため、直接の事

務は、当該市町村で行われる。 

なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

災害救助法が適用された場合、「１市町村における措置」は県が実施機

関となるが、当該事務は市町村長への委任を想定しているため、当該市町

村が実施することとなる。 
なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

表記の整理 

    

 第６章 医療救護・防疫・保健衛生対策 第６章 医療救護・防疫・保健衛生対策  

139 ■主な機関の応急活動 ■主な機関の応急活動  

 機関名 事前 被害発生中 事後 

県 

 （略） 

 ○県域を越えた協力体制の確立

○DPATの派遣及び派遣要請 

 

 

○保健活動及び心のケア 

 

○防疫組織の編成 

（略） 

 

市
町
村 

 （略） 

 

○DPATの派遣要請 

 

 

○保健活動及び心のケア 

 

○防疫組織の編成 

（略） 
 

機関名 事前 被害発生中 事後 

県 

 （略） 

 ○県域を越えた協力体制の確立

○DPATの派遣及び派遣要請 

 

 

 

 

○保健活動及び心のケア 

○防疫組織の編成 

（略） 

市
町
村 

 （略） 

○DPATの派遣要請 

 

 

 

○保健活動及び心のケア 

○防疫組織の編成 

（略） 

表記の整理 

140 ■主な機関の措置 ■主な機関の措置  
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 区 分 機関名 主な措置 

第１節 

医療救護 

県 1(1)～1(10) （略） 

1(11) ＤＰＡＴの派遣 

1(12) （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 
 

区 分 機関名 主な措置 

第１節 

医療救護 

県 1(1)～1(10) （略） 

1(11) 愛知ＤＰＡＴの派遣 

1(12) （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

表記の整理 

 第１節 医療救護 第１節 医療救護  

140 １ 県（健康福祉部）における措置 １ 県（健康福祉部）における措置  

 （1）災害医療調整本部及び地域災害医療対策会議の設置 

県は、県全域の医療及び公衆衛生活動に関する調整や、他都道府県

からの支援の調整を行う災害医療調整本部を設置するとともに、２次

医療圏ごとの医療及び公衆衛生に関する調整を行う地域災害医療対策

会議を設置し、災害医療コーディネーターや関係機関とともに医療及

び公衆衛生活動に関する調整を行う。 

 

（1）災害医療調整本部及び地域災害医療対策会議の設置 

県は、県全域の医療及び公衆衛生活動に関する調整や、他都道府県

からの支援の調整を行う災害医療調整本部を設置するとともに、２次

医療圏ごとの医療及び公衆衛生に関する調整を行う地域災害医療対策

会議を設置し、災害医療コーディネーターや関係機関とともに医療及

び公衆衛生活動に関する調整を行う。この際、医療チーム等の交代に

より医療情報が断絶することのないよう、被災地における診療情報の

引継ぎが適切に実施されるよう、努めるものとする。  

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H28.5）） 

141 （11）ＤＰＡＴの派遣 

県は、必要があると認めるときは、ＤＰＡＴ先遣隊を派遣する。 

（追加） 

 

（12）ＤＰＡＴの派遣要請 

ア 県は、必要があると認めるときは、県精神科病院協会等関係機関

に対して、ＤＰＡＴの編成・派遣等を依頼する。 

イ 県は、必要があると認めるときは、国及び他の都道府県に対して

ＤＰＡＴの派遣要請を行う。 

ウ 県は、ＤＰＡＴの派遣を要請した場合、その受入に係る調整等を

行うものとする。 

（11）愛知ＤＰＡＴの派遣 

ア 県は、必要があると認めるときは、ＤＰＡＴ先遣隊を派遣する。

イ 県は、必要があると認めるときは、県精神科病院協会等関係機関

に対して、ＤＰＡＴの編成・派遣等を依頼する。 

（12）ＤＰＡＴの派遣要請 

（削除） 

 

ア 県は、必要があると認めるときは、国及び他の都道府県に対して

ＤＰＡＴの派遣要請を行う。 

イ 県は、ＤＰＡＴの派遣を要請した場合、その受入に係る調整等を

行うものとする。 

表記の整理 

 

 

 

表記の整理 

 ◆ 附属資料第15「愛知ＤＰＡＴに関する協定書（県対県精神科病院協会）」 ◆ 附属資料第 15「愛知ＤＰＡＴに関する協定書」 表記の整理 

142 ５ 日本赤十字社愛知県支部における措置 ５ 日本赤十字社愛知県支部における措置  
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 （2）日本赤十字社愛知県支部は、県からの要請又は自主的な判断に基づ

き、積極的に医療救護活動を実施する。 

（1）日本赤十字社愛知県支部は、災害救助法による県からの委託又は自

主的な判断に基づき、積極的に医療救護活動を実施する。 

表記の整理 

143 ８ 医療救護班及びＤＰＡＴの編成・派遣等 ８ 医療救護班及びＤＰＡＴの編成・派遣等  

 （2）ＤＰＡＴ 

イ ＤＰＡＴは、県内の公的、自治体病院、その他の医療機関の協力

を得て活動を行う。 

（２）ＤＰＡＴ 

イ ＤＰＡＴは、県内の公的、自治体病院、その他の医療機関の協力

を得て編成し、活動を行う。 

表記の整理 

143 １０ 医薬品その他衛生材料の確保 １０ 医薬品その他衛生材料の確保  

 （3）災害医療調整本部は、災害発生後、医薬品等販売業者の被害状況を

速やかに把握するとともに、愛知県医薬品卸協同組合、中部衛生材料

協同組合、愛知県医療機器販売業協会、一般社団法人日本産業・医療

ガス協会東海地域本部及び東海歯科用品商協同組合愛知県支部に、医

薬品等の供給を要請する。 

（3）災害医療調整本部は、災害発生後、医薬品等販売業者の被害状況を

速やかに把握し、災害薬事コーディネーターとともに、愛知県医薬品

卸協同組合、中部衛生材料協同組合、愛知県医療機器販売業協会、一

般社団法人日本産業・医療ガス協会東海地域本部及び東海歯科用品商

協同組合愛知県支部に、医薬品等の供給を要請する。 

対策の追加 

144 １４ 災害救助法の適用 １４ 災害救助法の適用  

 災害救助法が適用された場合に県が行う救助の対象、方法、経費及び期

間については、災害救助法施行細則による。 

災害救助法が適用された場合、県が同法に基づく救助の実施機関とな

る。ただし、当該災害が局地災害の場合は、当該事務は市町村長への委任

を想定しているため、当該市町村が実施することとなる。また、当該災害

が広域災害の場合は、日本赤十字社愛知県支部への救助事務の委託を想定

している。 
なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

災害救助法に関

する記載の充実

    

 第７章 交通の確保・緊急輸送対策 第７章 交通の確保・緊急輸送対策  

149 ■主な機関の措置 ■主な機関の措置  

150 区 分 機関名 主な措置 

第４節 

港湾・漁港施設

対策 

港湾・漁港管理者 

（県、市町村、名古

屋港管理組合） 

1(1) （略） 

（追加） 

 

1(2) 県又は自衛隊に対する

応急工事実施の応援要請 

（追加） 

第四管区海上保安本

部 

（略） 

 

区 分 機関名 主な措置 

第４節 

港湾・漁港施設

対策 

港湾・漁港管理者 

（県、市町村、名古

屋港管理組合） 

1(1) （略） 

1(2）放置車両や立ち往生車両

の移動等 

1(3）県又は自衛隊に対する応

急工事実施の応援要請 

1(4) 航路啓開の実施 

第四管区海上保安本

部 

（略） 

表記の整理 
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 第１節 道路交通規制等 第１節 道路交通規制等  

151 １ 県警察における措置 １ 県警察における措置  

152 （4）強制排除措置 

エ 県公安委員会は、緊急通行車両以外の車両の通行禁止等を行うた

め必要があるときは、道路管理者に対し、緊急通行車両の通行を確

保するための区間の指定、放置車両や立ち往生車両等の移動につい

て要請することができる。 

（4）強制排除措置 

エ 県公安委員会は、緊急通行車両以外の車両の通行禁止等を行うた

め必要があるときは、道路管理者、港湾管理者又は漁港管理者（本

節において「道路管理者等」という。）に対し、緊急通行車両の通

行を確保するための区間の指定、放置車両や立ち往生車両等の移動

等について要請することができる。 

災害対策基本法

の 一 部 改 正

（H28.5） 

152 ３ 自動車運転者の措置 ３ 自動車運転者の措置  

153 （3）警察官又は道路管理者の命令や指示を受けたときは、その命令や指

示に従って車両を移動等すること。 

（3）警察官又は道路管理者等の命令や指示を受けたときは、その命令や

指示に従って車両を移動等すること。 

災害対策基本法

の 一 部 改 正

（H28.5） 

153 ４ 相互協力 ４ 相互協力  

 （1）車両の通行を禁止し、又は制限する場合は、できるだけ道路管理者

及び関係機関が相互に密接な連絡を保ち、適切な交通規制を行うよう

にする。 

（1）車両の通行を禁止し、又は制限する場合は、できるだけ道路管理者

等及び関係機関が相互に密接な連絡を保ち、適切な交通規制を行うよ

うにする。 

災害対策基本法

の 一 部 改 正

（H28.5） 

 第２節 道路施設対策 第２節 道路施設対策  

154 ３ 県（建設部）における措置 ３ 県（建設部）における措置  

155 （4）情報の提供 

災害発生箇所、内容、通行規制状況、緊急輸送道路の指定状況、う

回路等の情報について、道路情報板、道路情報システム等により迅速

かつ的確に道路利用者、防災機関等に対して情報提供を行う。 

（4）情報の提供 

災害発生箇所、内容、通行規制状況、緊急輸送道路の確保状況、う

回路等の情報について、道路情報板、道路情報システム等により迅速

かつ的確に道路利用者、防災機関等に対して情報提供を行う。 

表記の整理 

 第３節 空港施設対策 第３節 空港施設対策  

 （愛知県名古屋飛行場） （愛知県名古屋飛行場）  

157 ３ 県(名古屋空港事務所)における措置 ３ 県（名古屋空港事務所）における措置  

 名古屋空港事務所は、滑走路、誘導路、エプロン又は航空保安施設が被

害を受け、航空機の離着陸の安全を阻害するおそれが生じたときは、直ち

に使用を一時停止する措置をとるとともに、応急工事を実施する。 

なお、必要があると認めたときは、自衛隊はこれに協力する。 

県（名古屋空港事務所）は、滑走路、誘導路、エプロン又は航空保安施

設が被害を受けた場合、航空機が安全に利用できることが確認できるまで

は、滑走路等の利用を停止する措置を講じるとともに、応急復旧工事を実

施する。 

なお、自衛隊は、必要に応じてこれに協力する。 

表記の整理 

157 ４ 自衛隊における措置 ４ 自衛隊における措置  

 自衛隊は、名古屋空港事務所が施設の使用を一時停止する措置を講じた 自衛隊は、県（名古屋空港事務所）が施設の利用を停止する措置を講じ 表記の整理 
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場合、又は台風、荒天等により空港内の航空機に被害が発生するおそれが

ある場合には、航空機（乗組員）に対し、必要な情報を提供する等により

航空交通の安全確保及び混乱の回避に努める。 

た場合、又は台風、荒天等により空港内の航空機に被害が発生するおそれ

がある場合には、航空機（乗組員）に対し、必要な情報を提供する等によ

り航空交通の安全確保及び混乱の回避に努める。 

 第４節 港湾・漁港施設対策 第４節 港湾・漁港施設対策  

157 １ 港湾・漁港管理者（県、市町村、名古屋港管理組合）における措置 １ 港湾・漁港管理者（県、市町村、名古屋港管理組合）における措置  

 （1）（略） 

（追加） 

 

 

 

 

 

（2）～（3）（略） 

（1）（略） 

（2）放置車両や立ち往生車両の移動等 

放置車両や立ち往生車両等が発生した場合で、緊急通行車両の通行

を確保するため緊急の必要があるときは、道路の管理者として、運転

者等に対し車両の移動等の命令を行うものとする。 

運転者がいない場合等においては、自ら車両の移動等を行うものと

する。 

（3）～（4）（略） 

 

災害対策基本法

の 一 部 改 正

（H28.5） 

 

 

 

表記の整理 

 第６節 輸送手段の確保 第６節 輸送手段の確保  

160 ６ 緊急輸送の対象となる人員、物資の範囲 ６ 緊急輸送の対象となる人員、物資の範囲  

 （1）～（6）（略） 

（追加） 

（1）～（6）（略） 

（7）被災者（滞留者、要配慮者、傷病者等）及びボランティア 

協定の締結（バ

ス及びタクシー

協会） 

    

 第８章 水害防除対策 第８章 水害防除対策  

 第２節 防災営農 第２節 防災営農  

165 ５ 応援協力関係 ５ 応援協力関係  

 （1）農業用施設に対する応急措置 

ア 市町村及び土地改良区は、たん水排除の実施にあたり、必要に応

じて、県へ移動用排水ポンプの貸与を依頼し、県は依頼状況を広域

的に勘案の上、貸与を行う。 

イ 県は、市町村及び土地改良区からの貸与要求事項の実施が困難な

場合、東海農政局へ移動用ポンプの貸与を依頼する。 

（1）農業用施設に対する応急措置 

ア 市町村及び土地改良区は、たん水排除の実施にあたり、必要に応

じて、県へ可搬式排水ポンプの貸与を依頼し、県は依頼状況を広域

的に勘案の上、貸与を行う。 

イ 県は、市町村及び土地改良区からの貸与要求事項の実施が困難な

場合、東海農政局へ可搬式ポンプの貸与を依頼する。 

表記の整理 

    

 第９章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策 第９章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策  

168 ■主な機関の措置 ■主な機関の措置  

 区 分 機関名 主な措置 区 分 機関名 主な措置 表記の整理 



風水害等災害対策計画  

32 
 

頁 現行（平成 28年 5月修正）   修  正  案 改正理由 

第２節 

要配慮者支援対

策 

市町村 （略） 

県 2(1) 情報収集・支援体制の整備

2(2) 広域調整・市町村支援 

2(3) 多言語による情報発信 

（追加） 

 

 
 

第２節 

要配慮者支援対

策 

市町村 （略） 

県 2(1) 情報収集・支援体制の整備

2(2) 広域調整・市町村支援 

2(3) 多言語による情報発信 

2(4) 障害の特性に応じたコミュ

ニケーション手段を利用した

連絡体制の整備 

 第１節 避難所の開設・運営 第１節 避難所の開設・運営  

169 １ 市町村における措置 １ 市町村における措置  

 （2）多様な避難所の確保 

要配慮者に配慮して、被災地以外の地域にあるものを含め、民間賃

貸住宅、旅館・ホテル等を避難所として借り上げるなど、多様な避難

所の確保に努めるものとする。 

（2）多様な避難所の確保 

要配慮者に配慮して、被災地以外の地域にあるものを含め、旅館・

ホテル等を避難所として借り上げるなど、多様な避難所の確保に努め

るものとする。 

表記の整理（防

災基本計画の修

正（H28.5）） 

 

170 

（4）避難所の運営 

ケ 避難所以外の場所に滞在する被災者への対応 

避難所のハード面の問題や、他の避難者との関係等から自宅での

生活を余儀なくされる要配慮者や、災害が収まった後に家屋の被害

や電気、水道、ガス等のライフラインの機能低下により生活が困難

となった被災者に対して、その避難生活の環境整備に必要な措置を

講じること。 

コ 避難者、自主防災組織、ボランティア等の協力による運営 

避難所における情報の伝達、生活物資の配給、清掃等について、

避難者、自主防災組織、ボランティア等の協力が得られるよう努め

ること。 

シ 公衆衛生の向上のための事業者団体への要請 

      市町村は、災害発生後、一定期間が経過し、避難所の被災者に対

する理容及び美容の提供、被災者に対する入浴の提供、及び避難所

等で被災者が使用する自治体所有の毛布、シーツ等のクリーニング

の提供を必要とする場合は、「生活衛生同業組合との災害時における

被災者支援に関する協定」に基づき、県を通じ生活衛生共同組合へ、

これらの業務の提供を要請するなど避難所の公衆衛生の向上に努め

るものとする。 

（4）避難所の運営 

ケ 避難所以外の場所に滞在する被災者への対応 

避難所のハード面の問題や、他の避難者との関係等から在宅や車

中、テントなどでの生活を余儀なくされる要配慮者や、災害が収まっ

た後に家屋の被害や電気、水道、ガス等のライフラインの機能低下

により生活が困難となった被災者に対して、その避難生活の環境整

備に必要な措置を講じること。 

コ 避難者、自主防災組織、ボランティア等の協力による運営 

避難所における情報の伝達、生活物資の配給、清掃等について、

避難者、自主防災組織、避難所運営について専門性を有したＮＰＯ

やボランティア等の協力が得られるよう努めること。 

シ 公衆衛生の向上のための事業者団体への要請 

      市町村は、災害発生後、一定期間が経過し、避難所の被災者に対

する理容及び美容の提供、被災者に対する入浴の提供、及び避難所

等で被災者が使用する自治体所有の毛布、シーツ等のクリーニング

の提供を必要とする場合は、「生活衛生同業組合との災害時における

被災者支援に関する協定」に基づき、県を通じ生活衛生共同組合へ

要請する。避難所の衛生的な環境の確保が困難となった場合は、「災

害時における避難所等の清掃業務の支援に関する協定」に基づき、

 

対策の追加（熊

本地震の課題検

証報告） 

 

 

 

表記の整理（防

災基本計画の修

正（H28.5）） 

 

表記の整理 
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県を通じ一般社団法人愛知ビルメンテナンス協会へ業務の提供を要

請するなど避難所の公衆衛生の向上に努めるものとする。 

 ◆ （略） 

（追加） 

 

（追加） 

 

◆ （略） 

◆ （略） 

◆ 附属資料第 15「災害時における避難所等の清掃業務の支援に関する協

定書（県対一般社団法人愛知ビルメンテナンス協会）」 

◆ 附属資料第 15「災害時における動物救護活動に関する協定書」（県対

公益社団法人愛知県獣医師会） 

◆ （略） 

 

協定の締結 

 

協定の締結 

171 ４ 災害救助法の適用 ４ 災害救助法の適用  

 災害救助法が適用された場合、「１市町村における措置」は県が実施機

関となるが、当該事務は市町村長への委任を想定しているため、直接の事

務は、当該市町村で行われる。 
なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

災害救助法が適用された場合、「１市町村における措置」は県が実施機

関となるが、当該事務は市町村長への委任を想定しているため、当該市町

村が実施することとなる。 
なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

表記の整理 

 第２節 要配慮者支援対策 第２節 要配慮者支援対策  

171 １ 市町村における措置 １ 市町村における措置  

 （8）外国人に対する情報提供と支援ニーズの把握 

次の方法により災害情報や支援情報等の提供を行うとともに、必要

な支援ニーズを収集する。 

エ 通訳ボランティア等の避難所等への派遣（ボランティアセンター

を通じて依頼） 

（8）外国人に対する情報提供と支援ニーズの把握 

次の方法により災害情報や支援情報等の提供を行うとともに、必要

な支援ニーズを収集する。 

エ 通訳ボランティア等の避難所等への派遣 

表記の整理 

172 ２ 県（健康福祉部、県民生活部）における措置 ２ 県（健康福祉部、県民生活部）における措置  

 （1）～（3）（略） 

（追加） 

（1）～（3）（略） 

（4）障害の特性に応じたコミュニケーション手段を利用した連絡体制の

整備 

災害時に、障害者が必要な情報を取得することができるよう、市町

村その他関係機関と連携して、障害者の家族及び支援者の協力を得つ

つ、災害その他非常の事態の場合における障害の特性に応じたコミュ

ニケーション手段を利用した連絡体制の整備に努めるものとする。 

 

対策の追加（「手

話言語・障害者

コミュニケー

ション条例」の

制定） 

    

 第１０章 水・食品・生活必需品等の供給 第１０章 水・食品・生活必需品等の供給  

 第１節 給水 第１節 給水  



風水害等災害対策計画  

34 
 

頁 現行（平成 28年 5月修正）   修  正  案 改正理由 

174 ５ 災害救助法の適用 ５ 災害救助法の適用  

 災害救助法が適用された場合、「１市町村における措置」は県が実施機

関となるが、当該事務は市町村長への委任を想定しているため、直接の事

務は、当該市町村で行われる。 
なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

災害救助法が適用された場合、「１市町村における措置」は県が実施機

関となるが、当該事務は市町村長への委任を想定しているため、当該市町

村が実施することとなる。 
なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

表記の整理 

 第２節 食品の供給 第２節 食品の供給  

174 １ 市町村における措置 １ 市町村における措置  

175 （3）米穀の原料調達 

イ 市町村は、米穀届出事業者等から米穀の原料（玄米）調達が困難

な場合は、県と緊密な連絡を図り、「愛知県応急用米穀取扱要領｣及

び「米穀の買い入れ・販売等に関する基本要領（第４章 Ⅰ 第１０

の２に基づく災害救助用米穀の供給に係る手続き）｣により調達を図

る。 

ウ ～ エ （略）  

（3）米穀の原料調達 

イ 市町村は、米穀届出事業者等から米穀の原料（玄米）調達が困難

な場合は、県と緊密な連絡を図り、「愛知県応急用米穀取扱要領｣及

び「米穀の買入れ・販売等に関する基本要領（第４章 Ⅰ 第１０の

２に基づく災害救助用米穀の供給に係る手続き）｣により調達を図

る。 

ウ ～ エ （略） 

表記の整理 

 図 炊き出し用として米穀を確保する手順図 

愛知県知事（農林水産部食育推進課） 

図 炊き出し用として米穀を確保する手順図 

愛知県知事（農林水産部食育消費流通課） 

 

課名の変更 

 ◆ 附属資料第 8「東海農政局」  （削除）  

175 ２ 県（防災局、農林水産部、産業労働部）における措置 ２ 県（防災局、農林水産部、産業労働部）における措置  

176 （略） 

◆ 附属資料第 15「災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協

定書（県対県生活協同組合連合会）」 

（追加） 

 

（略） 

（略） 

◆ 附属資料第 15「災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協

定書（県対県生活協同組合連合会）」 

◆ 附属資料第 15「災害時における燃料及び応急生活物資供給等の協力に

関する協定書（県対ＪＡグループ愛知）」 

（略） 

 

 

 

協定の締結 

176 ３ 災害救助法の適用 ３ 災害救助法の適用  

 災害救助法が適用された場合、「１市町村における措置」は県が実施機

関となるが、当該事務は市町村長への委任を想定しているため、直接の事

務は、当該市町村で行われる。 
なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

災害救助法が適用された場合、「１市町村における措置」は県が実施機

関となるが、当該事務は市町村長への委任を想定しているため、当該市町

村が実施することとなる。 
なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

表記の整理 

 第３節 生活必需品の供給 第３節 生活必需品の供給  
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頁 現行（平成 28年 5月修正）   修  正  案 改正理由 

177 ３ 災害救助法の適用 ３ 災害救助法の適用  

 災害救助法が適用された場合、「１市町村における措置」は県が実施機

関となるが、当該事務は市町村長への委任を想定しているため、直接の事

務は、当該市町村で行われる。 
なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

災害救助法が適用された場合、「１市町村における措置」は県が実施機

関となるが、当該事務は市町村長への委任を想定しているため、当該市町

村が実施することとなる。 
なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

表記の整理 

    

 第１１章 環境汚染防止及び地域安全対策 第１１章 環境汚染防止及び地域安全対策  

 第２節 地域安全対策 第２節 地域安全対策  

179 １ 県警察における措置 １ 県警察における措置  

 （1）社会秩序の維持対策 

ア 避難後の住宅密集地域、避難場所、食糧倉庫、金融機関等の防犯

対象及び各種犯罪の多発地域等については、重点的に警ら警戒、広

報活動を強化し、各種犯罪の未然防止に努める。 

（2）（略） 

（3）行方不明者発見・保護活動 

行方不明者を早期に発見・保護するための活動拠点として、警察署

に行方不明者相談窓口を設置する。 

（4） 一般社団法人愛知県警備業協会に対する出動要請 

警察本部長は、警戒活動を円滑に実施するため一般社団法人愛知県

警備業協会との「災害時における交通の確保等の業務に関する協定」

に基づき警備員の出動要請を行うものとする。 

（1）社会秩序の維持対策 

ア 被災地及びその周辺において、独自に又は自主防犯組織等と連携

し、パトロールや生活の安全に関する情報の提供等を行い、速やか

な安全確保に努めるものとする。 

（2）（略） 

（3）行方不明者発見・保護活動 

行方不明者を早期に発見・保護するための活動拠点として、警察署

等に行方不明者相談窓口を設置する。 

（4）一般社団法人愛知県警備業協会に対する出動要請 

警察本部長は、被災地の被害拡大の防止を図るとともに、救援活動、

救護活動等を円滑に実施するため一般社団法人愛知県警備業協会との

「災害時における交通の確保等の業務に関する協定」に基づき警備員

の出動要請を行うものとする。 

防災基本計画と

の整合 

 

 

 

表記の整理 

 

 

表記の整理 

    

 第１２章 遺体の取扱い 第１２章 遺体の取扱い  

 第１節 遺体の捜索 第１節 遺体の捜索  

181 ３ 災害救助法の適用 ３ 災害救助法の適用  

 災害救助法が適用された場合、「１市町村における措置」は県が実施機

関となるが、当該事務は市町村長への委任を想定しているため、直接の事

務は、当該市町村で行われる。 
なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

災害救助法が適用された場合、「１市町村における措置」は県が実施機

関となるが、当該事務は市町村長への委任を想定しているため、当該市町

村が実施することとなる。 
なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

表記の整理 
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頁 現行（平成 28年 5月修正）   修  正  案 改正理由 

 第２節 遺体の処理 第２節 遺体の処理  

181 ４ 災害救助法の適用 ４ 災害救助法の適用  

182 災害救助法が適用された場合、「１市町村における措置」は県が実施機

関となるが、当該事務は市町村長への委任を想定しているため、直接の事

務は、当該市町村で行われる。 
なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

災害救助法が適用された場合、「１市町村における措置」は県が実施機

関となるが、当該事務は市町村長への委任を想定しているため、当該市町

村が実施することとなる。 
なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

表記の整理 

 第３節 遺体の埋火葬 第３節 遺体の埋火葬  

183 ３ 災害救助法の適用 ３ 災害救助法の適用  

 災害救助法が適用された場合、「１市町村における措置」は県が実施機

関となるが、当該事務は市町村長への委任を想定しているため、直接の事

務は、当該市町村で行われる。 
なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

災害救助法が適用された場合、「１市町村における措置」は県が実施機

関となるが、当該事務は市町村長への委任を想定しているため、当該市町

村が実施することとなる。 
なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

表記の整理 

    

 第１３章 ライフライン施設等の応急対策 第１３章 ライフライン施設等の応急対策  

184 ■基本方針 ■基本方針  

 ○ 下水管渠、ポンプ場、終末処理場の被害に対して、機能回復を図るた

めの応急措置を講ずる。特に排水機能の被害については、住民生活に多

大な影響を及ぼすばかりか、衛生的にも悪い状態を招くため、優先的に

応急復旧させる。 

（追加） 

○ 下水管渠、ポンプ場、終末処理場の被害に対して、機能回復を図るた

めの応急措置を講ずる。特に排水機能の被害については、住民生活に多大

な影響を及ぼすばかりか、衛生的にも悪い状態を招くため、優先的に応急

復旧させる。 

○ 復旧にあたり、可能な限り地区別の復旧予定時期の目安を明示するも

のとする。 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（Ｈ29.4）） 

 第１節 電力施設対策 第１節 電力施設対策  

185 中部電力株式会社、関西電力株式会社及び電源開発株式会社における措置 中部電力株式会社、関西電力株式会社及び電源開発株式会社における措置  

186 （7）広域運営による応援 

「非常災害時における応急応援要綱」（中央電力協議会）及び「資材

及び役務の相互融通に関する規定」（中地域電力協議会）に基づき、必

要に応じて他電力会社へ応援を依頼する。 

（7）広域運営による応援 

電力広域的運営推進機関と協調すると共に、必要に応じて他電力会

社へ応援を依頼する。 

運用の見直しの

ため 

 第３節 上水道施設対策 第３節 上水道施設対策  

188 水道事業者（県（健康福祉部、企業庁）及び市町村）における措置 水道事業者（県（健康福祉部、企業庁）及び市町村）における措置  

 （2）応援の要請 （2）応援の要請 厚生労働省防災
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頁 現行（平成 28年 5月修正）   修  正  案 改正理由 

ウ さらに県は、水道事業者への応援事項について、自衛隊あるいは

他府県等への応援を要請する。 

   ウ さらに県は、水道事業者への応援事項について、自衛隊あるいは

国等への応援を要請する。 

業務計画との整

合性を図るため

    

 第１４章 海上災害対策 第１４章 海上災害対策  

 海上災害対策 海上災害対策  

198 １０ 情報の伝達系統 １０ 情報の伝達系統  

 海上災害が発生した場合における情報の収集、伝達系統は次のとおりで

ある。 

なお、海上事故が発生した場合又は発生するおそれがある場合、関係事

業者等は直ちに第四管区海上保安本部（118）に通報する。 

海上災害が発生した場合における情報の収集、伝達系統は次のとおりで

ある。 

なお、海上事故が発生した場合又は発生するおそれがある場合、関係事

業者等は直ちに第四管区海上保安本部（118番）に通報する。 

表記の整理 

    

 第１５章 航空災害対策 第１５章 航空災害対策  

 第２節 愛知県名古屋飛行場 第２節 愛知県名古屋飛行場  

205 １ 県(名古屋空港事務所)における措置 １ 県(名古屋空港事務所)における措置  

 （7）滑走路等の使用の一時停止措置 

滑走路、誘導路、エプロン又は航空保安施設が被害を受け、航空機

の離着陸の安全を阻害するおそれが生じたときは、直ちに使用を一時

停止する措置を取るとともに、早期復旧を図る。 

（7）滑走路等の使用の一時停止措置 

滑走路、誘導路、エプロン又は航空保安施設が被害を受けた場合、

航空機が安全に利用できることが確認できるまでは、滑走路等の利用

を停止する措置を講じるとともに、応急復旧工事を実施する。 

表記の整理 

205 ２ 航空自衛隊における措置 ２ 航空自衛隊における措置  

 （民間機の場合） （民間機の場合）  

 （1）地元消防機関及び名古屋空港事務所と協力した負傷者の救出、消防

活動 

（1）地元消防機関及び県（名古屋空港事務所）と協力した負傷者の救出、

消防活動 

表記の整理 

206 ３ 情報の伝達系統（愛知県名古屋飛行場） ３ 情報の伝達系統（愛知県名古屋飛行場）  

 （1）飛行場内で航空機事故が発生した場合 

フロー図 

西春日井広域事務組合消防本部 

春日井市消防本部 

小牧市消防本部 

名古屋市消防局 

 
 

（1）飛行場内で航空機事故が発生した場合 

フロー図 

尾張中北消防指令センター    

  西春日井広域事務組合消防本部    

  小牧市消防本部   

 春日井市消防本部   

 名古屋市消防局  

表記の整理 

    

 第１８章 危険物及び毒物劇物等化学薬品類災害対策 第１８章 危険物及び毒物劇物等化学薬品類災害対策  
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 第１節 危険物等施設 第１節 危険物等施設  

223 １ 危険物等施設の所有者、管理者、占有者における措置 １ 危険物等施設の所有者、管理者、占有者における措置  

 （2）災害発生に係る消防署等への通報 

消防署、市町村長の指定した場所、警察署又は海上保安機関へ、災

害発生について直ちに通報するとともに、必要があると認めるときは、

附近の住民に避難するよう警告する。また、海域に災害が波及し又は

波及するおそれがあるときは、第四管区海上保安本部（118）にも通報

するものとする。 

（2）災害発生に係る消防署等への通報 

消防署、市町村長の指定した場所、警察署又は海上保安機関へ、災

害発生について直ちに通報するとともに、必要があると認めるときは、

附近の住民に避難するよう警告する。また、海域に災害が波及し又は

波及するおそれがあるときは、第四管区海上保安本部（118番）にも通

報するものとする。 

表記の整理 

 第３節 危険物等積載船舶 第３節 危険物等積載船舶  

225 １ 危険物等輸送機関における措置 １ 危険物等輸送機関における措置  

 第１節「危険物等施設」に準じた措置を講ずるとともに、第四管区海上

保安本部（118）へ災害発生について直ちに通報する。 

第１節「危険物等施設」に準じた措置を講ずるとともに、第四管区海上

保安本部（118番）へ災害発生について直ちに通報する。 

表記の整理 

    

 第１９章 高圧ガス災害対策 第１９章 高圧ガス災害対策  

 第１節 高圧ガス施設 第１節 高圧ガス施設  

228 １ 高圧ガス施設等の所有者、占有者における措置 １ 高圧ガス施設等の所有者、占有者における措置  

 （2）災害発生に係る所轄消防署等への通報 

所轄消防署又は所在市町村長の指定する場所へ災害発生について直

ちに通報するとともに、必要があると認めるときは、付近の住民に避

難するよう警告する。 

また、海域に災害が波及し、又は波及するおそれがあるときは、第

四管区海上保安本部（118）にも通報するものとする。 

（2）災害発生に係る所轄消防署等への通報 

所轄消防署又は所在市町村長の指定する場所へ災害発生について直

ちに通報するとともに、必要があると認めるときは、付近の住民に避

難するよう警告する。 

また、海域に災害が波及し、又は波及するおそれがあるときは、第

四管区海上保安本部（118番）にも通報するものとする。 

表記の整理 

 第３節 高圧ガス積載船舶 第３節 高圧ガス積載船舶  

229 １ 高圧ガス輸送業者の措置 １ 高圧ガス輸送業者の措置  

 第 19 章第 1 節「危険物等施設」の場合に準じた安全措置を講ずるとと

もに、第四管区海上保安本部（118）へ災害発生について直ちに通報する。

第 19 章第 1 節「危険物等施設」の場合に準じた安全措置を講ずるとと

もに、第四管区海上保安本部（118 番）へ災害発生について直ちに通報す

る。 

表記の整理 

    

 第２０章 火薬類災害対策 第２０章 火薬類災害対策  

 第１節 火薬類関係施設 第１節 火薬類関係施設  

231 １ 火薬庫又は火薬類の所有者、占有者における措置 １ 火薬庫又は火薬類の所有者、占有者における措置  

 （2）災害発生に係る県警察等への通報 （2）災害発生に係る県警察等への通報 表記の整理 
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県警察及び市町村へ、災害発生について直ちに通報するとともに、

必要があると認めるときは、附近の住民に避難するよう警告する。 

また、海域に災害が波及し、又は波及するおそれがあるときは、第

四管区海上保安本部（118）にも通報するものとする。 

県警察及び市町村へ、災害発生について直ちに通報するとともに、

必要があると認めるときは、附近の住民に避難するよう警告する。 

また、海域に災害が波及し、又は波及するおそれがあるときは、第

四管区海上保安本部（118番）にも通報するものとする。 

232 ２ 県警察における措置 ２ 県警察における措置  

 （1）県への通報 

県へ災害発生について、直ちに通報する。 

（1）県及び名古屋市への通報 

県及び名古屋市へ災害発生について、直ちに通報する。 

火薬類取締法の

一部改正 

232 ３ 県（防災局）における措置 

（略） 

３ 県（防災局）及び名古屋市における措置 

（略） 

火薬類取締法の

一部改正 

232 ５ 市町村における措置 

（略） 

５ 市町村（名古屋市を除く）における措置 

（略） 

火薬類取締法の

一部改正 

    

 第２１章 大規模な火事災害対策 第２１章 大規模な火事災害対策  

235 ■主な機関の措置 ■主な機関の措置  

 区 分 機関名 主な措置 

大規模な火事

災害対策 

地元市町村 1(1) （略） 

1(2) 避難勧告・指示等 

1(3) 、1(4)（略） 
 

区 分 機関名 主な措置 

大規模な火事

災害対策 

地元市町村 1(1) （略） 

1(2) 避難勧告等 

1(3) 、1(4)（略） 

表記の整理 

 大規模な火事災害対策 大規模な火事災害対策  

236 １ 地元市町村における措置 １ 地元市町村における措置  

 （2）避難勧告・指示等 

（略） 

（2）避難勧告等 

（略） 

表記の整理 

    

 第２２章 林野火災対策 第２２章 林野火災対策  

240 ■主な機関の措置 ■主な機関の措置  

 区 分 機関名 主な措置 

林野火災対策 地元市町村 1(1) （略） 

1(2) 避難勧告・指示等 

1(3) ～1(11)（略） 
 

区 分 機関名 主な措置 

林野火災対策 地元市町村 1(1) （略） 

1(2) 避難勧告等 

1(3) ～1(11)（略） 

表記の整理 

 林野火災対策 林野火災対策  

240 １ 地元市町村における措置 １ 地元市町村における措置  

241 （2）避難勧告・指示等 （2）避難勧告等 表記の整理 
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   （略）     （略） 

    

 第２４章 住宅対策 第２４章 住宅対策  

 第６節 障害物の除去 第６節 障害物の除去  

254 ３ 災害救助法の適用 ３ 災害救助法の適用  

 災害救助法が適用された場合、「１市町村における措置」は県が実施機

関となるが、当該事務は市町村長への委任を想定しているため、直接の事

務は、当該市町村で行われる。 
なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

災害救助法が適用された場合、「１市町村における措置」は県が実施機

関となるが、当該事務は市町村長への委任を想定しているため、当該市町

村が実施することとなる。 
なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

表記の整理 

    

 第２５章 学校における対策 第２５章 学校における対策  

 第４節 教科書・学用品等の給与 第４節 教科書・学用品等の給与  

259 １ 県（教育委員会）における措置 １ 県（県民生活部、教育委員会）における措置  

 （1）文部科学省等に対する応援要請 

県は、自ら教科書・学用品等の給与を実施、又は市町村からの応援

要求事項を実施することが困難な場合、教科書については文部科学省

へ、その他の学用品等については中部経済産業局へ調達につき応援を

求める。 

（1）文部科学省等に対する応援要請 

県は、県立高等学校や特別支援学校、私立学校等の児童及び生徒に

対して自ら教科書・学用品等の給与を実施、又は市町村からの応援要

求事項を実施することが困難な場合、教科書については文部科学省へ、

その他の学用品等については中部経済産業局へ調達につき応援を求め

る。 

表記の整理 

259 ２ 市町村における措置 ２ 市町村における措置  

 

 

（1）児童・生徒に対する教科書・学用品等の給与 

市町村は、災害により教科書・学用品等を喪失又はき損し、就学上

支障を来した児童及び生徒に対して、教科書・学用品等を給与する。

（1）児童・生徒に対する教科書・学用品等の給与 

市町村は、災害により教科書・学用品等を喪失又はき損し、就学上

支障を来した市町村立小・中学校等の児童及び生徒に対して、教科書・

学用品等を給与する。 

表記の整理 

259 ３ 災害救助法の適用 ３ 災害救助法の適用  

 災害救助法が適用された場合、「１市町村における措置」は県が実施機

関となるが、当該事務は市町村長への委任を想定しているため、直接の事

務は、当該市町村で行われる。 
なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

災害救助法が適用された場合、「１市町村における措置」は県が実施機

関となるが、当該事務は市町村長への委任を想定しているため、当該市町

村が実施することとなる。 
なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

表記の整理 
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 第４編 災害復旧・復興 第４編 災害復旧・復興  

 （追加） 第１章 復興体制  

  ■基本方針  

  ○ 大規模災害からの円滑かつ迅速な復興を図るため、復興体制を整備す

る。 

○ 大規模災害により被災した地域の再建を可及的速やかに実施するた

め、復興計画を作成し、計画的に復興を進める。 

○ 県及び市町村は、災害復旧・復興対策の推進のため、必要に応じ、国

や他の地方公共団体等に対し、職員の派遣等の協力を求める。 

○ 被災地の復旧・復興に当たっては、復旧・復興のあらゆる場・組織に、

障害者や高齢者、女性等の参画を促進する。 

対策の追加 

  ■主な機関の措置  

  区 分 機関名 主な措置 

第１節 

復興本部の設置

等 

県 1(1) 県復興本部の設置 

1(2) 県復興本部の組織及び運営 

1(3) 本部会議の開催 

第２節 

復興計画等の策

定  

県 1(1) 県復興方針の策定 

1(2) 県復興計画の策定 

市町村 2(1) 市町村復興計画の策定 

第３節  

職員の派遣要請 

県 1(1）国の職員の派遣要請 

1(2) 他都道府県の職員の派遣要請 

1(3) 職員派遣のあっせん要求 

市町村 2(1）国の職員の派遣要請 

2(2) 他市町村の職員の派遣要請 

3(3) 職員派遣のあっせん要求 

対策の追加 

  第１節 復興本部の設置等  

  １ 県における措置  

  （1）県復興本部の設置 

本県において大規模災害が発生し、災害対策基本法に規定する「非

常災害対策本部」又は「緊急災害対策本部」が設置され、かつ、本県

の目指す復興後の姿を明確に示し、復興に向けた施策を、全庁で一体

的かつ迅速に推進する必要があると災害対策本部長（知事）が判断し

対策の追加 
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た場合、復興本部を設置する。 

（2）県復興本部の組織及び運営 
本部の組織及び運営は、災害の発生後に、災害対策本部において検

討する。 
（3）本部会議の開催 

本部長は、災害復興に関する重要事項の協議を行うため、必要に応

じ本部会議を招集する。本部会議の構成は、本部長、副本部長及び本

部員とする。 

  第２節 復興計画等の策定  

  １ 県（政策企画局）における措置  

  （1）県復興方針の策定 

県は、県復興本部を設置した時は、被害の状況、被災地域の特性等

を踏まえ、本県の目指す復興後の姿を明確に示すため、県復興方針を

定める。 

なお、県域内で「大規模災害からの復興に関する法律(平成 25 年法

律第 55 号。以下「復興法」という。)」第２条第１号に規定する「特

定大規模災害」に指定される災害が発生した場合は、国が定める復興

基本方針に則して、復興法第９条に基づく県復興方針を定めることと

なる。 

（2）県復興計画の策定 

県は、県復興方針の実現を計画的に進める必要があるときは、復興

計画を策定する。 

対策の追加 

  ２ 市町村における措置  

  （1）市町村復興計画の策定 

特定大規模災害によって土地利用の状況が相当程度変化した地域や

多数の住民が避難等を余儀なくされた地域など、復興法に定める要件

に該当する地域をその区域とする市町村は、国の復興基本方針及び県

復興方針に則して、市町村復興計画を策定し、これを着実に実施する

ことにより、被災地域等における円滑かつ迅速な復興を図る。 

対策の追加 

  第３節 職員の派遣要請  

  １ 県（総務部）における措置  

  （1）国の職員の派遣要請（復興法第 53条） 対策の追加 
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知事は、特定大規模災害からの復興のために必要な場合、指定行政

機関又は指定地方行政機関の長に対して、職員の派遣を要請すること

ができる。 

（2）他の普通地方公共団体の職員の派遣要請（地方自治法第 252条の 17）

知事は、都道府県の事務処理のため特別の必要があると認める場合、

他の普通地方公共団体の長に対して、職員の派遣を要請することがで

きる。 

（3）職員派遣のあっせん要求（復興法第54条） 

知事は、内閣総理大臣に対し復興法第53条の規定による指定行政機

関又は指定地方行政機関の職員の派遣について、あっせんを求めるこ

とができる。 

また、知事は、内閣総理大臣に対し地方自治法第252条の 17の規定

による他の普通地方公共団体職員の派遣について、あっせんを求める

ことができる。 

  ２ 市町村における措置  

  （1）国の職員の派遣要請（復興法第 53条） 

市町村長は、特定大規模災害からの復興のために必要な場合、指定

地方行政機関の長に対して、職員の派遣を要請することができる。 

（2）他の普通地方公共団体の職員の派遣要請（地方自治法第 252条の 17）

市町村長は、市町村の事務処理のため特別の必要があると認める場

合、他の普通地方公共団体の長に対して、職員の派遣を要請すること

ができる。 

（3）職員派遣のあっせん要求（復興法第54条） 

市町村長は、知事に対し復興法第 53条の規定による指定地方行政機

関の職員の派遣について、あっせんを求めることができる。 

また、市町村長は、知事に対し地方自治法第252条の17の規定によ

る他の普通地方公共団体職員の派遣について、あっせんを求めること

ができる。 

対策の追加 

    

261 第１章 公共施設等災害復旧対策  第２章 公共施設等災害復旧対策 表記の整理 

 （略） （略）  
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265 第２章 災害廃棄物処理対策 第３章 災害廃棄物処理対策 表記の整理 

 災害廃棄物処理対策 災害廃棄物処理対策  

265 １ 県（環境部）における措置 １ 県（環境部）における措置  

 （1）連絡調整及び支援・協力の実施 

（略） 

◆ 附属資料第 15「災害時における廃棄物の処理等に関する協定書（県対

県解体工事業連合会）」 

 

◆ 附属資料第 15「災害時におけるフロン類の回収に関する協定書（県対

フロン回収・処理推進協議会）」 

（1）連絡調整及び支援・協力の実施 

（略） 

◆ 附属資料第 15「災害時における廃棄物の処理等に関する協定書（県対

県衛生事業共同組合、県産業廃棄物協会、県解体工事業連合会、県建

設業協会、県土木研究会、日本建設業連合会中部支部）」 

◆ 附属資料第 15「災害時におけるフロン類の回収に関する協定書（県対

フロン類排出抑制推進協議会）」 

 

 

協定の締結 

 

 

名称の変更 

266 ２ 市町村における措置 ２ 市町村における措置  

 （4）周辺市町村及び県への応援要請 

（略） 

災害時の支援体制 

（4）周辺市町村及び県への応援要請 

（略） 

災害時の支援体制 

 

愛知県災害廃棄

物処理計画の策

定及び協定の締

結 

    

267 第３章 被災者等の再建等の支援 第４章 被災者等の生活再建等の支援 表記の整理 

267 ■主な機関の措置 ■主な機関の措置  

268 区 分 機関名 主な措置 

第４節 

住宅等対策 

県 （略） 

市町村 （略） 

住宅金融支援機構東 （略） 

区 分 機関名 主な措置 

第４節 

住宅等対策 

県 （略） 

市町村 （略） 

独立行政法人住宅金 （略） 

表記の整理 
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海支店 
 

融支援機構 

 第１節 罹災証明書の交付等 第１節 罹災証明書の交付等  

268 １ 県（防災局）における措置 １ 県（防災局）における措置  

 （1）市町村の支援等 

県は、災害による住家等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付に

ついて、被害の規模と比較して被災市町村の体制・資機材のみでは不

足すると見込まれる場合には、当該市町村に対し必要な支援を行うと

ともに、被害が複数の市町村にわたる場合には、調整・判定方法にば

らつきが生じることのないよう、被災市町村間の調整を図る。 

（1）市町村の支援等 

県は、災害による住家等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付に

ついて、被害の規模と比較して被災市町村の体制・資機材のみでは不

足すると見込まれる場合には、当該市町村に対し必要な支援を行うと

ともに、被害が複数の市町村にわたる場合には、調整・判定方法にば

らつきが生じることのないよう、定期的に、各市町村における課題の

共有や対応の検討、各市町村へのノウハウの提供等を行うこと等によ

り、被災市町村間の調整を図る。 

対策の追加（防

災基本計画の修

正（H29.4）） 

272 第４節 住宅等対策 第４節 住宅等対策  

 ３ 独立行政法人住宅金融支援機構東海支店における措置 ３ 独立行政法人住宅金融支援機構における措置 表記の整理 

 （略） （略）  

    

275 第４章 商工業・農林水産業の再建支援 第５章 商工業・農林水産業の再建支援 表記の整理 

 第２節 農林水産業の再建支援 第２節 農林水産業の再建支援  

276 １ 県（農林水産部）における措置 １ 県（農林水産部）における措置  

 （3）施設復旧 

第１章 公共施設等災害復旧対策 参照 

（3）施設復旧 

第２章 公共施設等災害復旧対策 参照 

表記の整理 

276 ２ 市町村における措置 ２ 市町村における措置  

 （3）施設復旧 

第１章 公共施設等災害復旧対策 参照 

（3）施設復旧 

第２章 公共施設等災害復旧対策 参照 

表記の整理 

    

 


